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「日本原子力学会ＮＵＭＯ包括的技術報告書レビュー特別専門委員会」 

レビューコメントへの対応に関する一覧表の作成について 
 

 

NUMO は，2018 年 11 月に「包括的技術報告：わが国における安全な地層処分の実現－適

切なサイトの選定に向けたセーフティケースの構築－（レビュー版）」（以下，包括的技術報

告書レビュー版）を公表し，一般社団法人 日本原子力学会（以下，原子力学会）に設置され

た「NUMO包括的技術報告書レビュー特別専門委員会」によって，第三者の立場からレビュ

ーを行っていただいた（「NUMO包括的技術報告書」レビュー報告書参照）。 

 

レビューの結果，包括的技術報告書の信頼性をさらに向上させるための技術的根拠の補強

や，検討内容の適切な理解を促すための説明の拡充など，包括的技術報告書をより良くする

ためのコメントを多数受領した。NUMOは，これらの原子力学会のレビューコメントなどを

受けて，また，今後国際的な機関によるレビューを受けることを念頭に，包括的技術報告書

の改訂を行い，2021 年 2月に公表した（改訂した包括的技術報告はこちら）。 

 

本資料は，改訂した包括的技術報告書において，原子力学会のレビューコメントをどのよ

うに反映したのかをご理解いただく一助として，各レビューコメントへの対応を一覧表とし

てまとめたものである。 

 

「NUMO包括的技術報告書レビュー特別専門委員会」の委員の皆様には，ご多忙の中，そ

れぞれのご専門の見地から数多くの貴重な評価コメントをいただくとともに，レビュー委員

会における議論や報告書の取りまとめを行っていただいた。ここに，杤山修主査をはじめと

した委員の皆様，委員会の運営等にご尽力いただいた関係者の皆様に，改めまして深く感謝

の意を表する。 

 

https://www.aesj.net/document/com-s_numo20191220.pdf
https://www.numo.or.jp/technology/technical_report/tr180203.html


2021年 9月 8日 

2 

【補足】以下の対応表において，左列は原子力学会の包括的技術報告書レビュー特別専門委員会による『「NUMO 包括的技術報告書」レビュー報告

書』から抜粋したコメント，右列はそれらに対する包括的技術報告書における対応結果を示す。右列の包括的技術報告書における対応の説明におい

て，「追記」「拡充」「修正」「明記」を次のような意味で用いている。 

・追記：書かれていなかったものを新たに記載すること 

・拡充：記述を増やし，内容を補足すること 

・修正：不適切な記述を適正化すること 

・明記：不明瞭な点を明瞭に記載すること 

 

 

「第 1章 緒言」に対するレビューコメントと包括的技術報告書における対応 

No. レビューコメント（左列はレビュー報告書のページ番号） 包括的技術報告書における対応 

1-1 p.7 包括的技術報告書の位置づけ，目的および想定読者 

レビュー委員会は，NUMO が国における地層処分計画の背景に基づき，
実施主体として社会から信頼される組織であること，および地域との対
話を重視する重要性を包括的技術報告書取りまとめの動機としており，
この認識から包括的技術報告書の目的と意義を定めていることを妥当と
評価する。なお，包括的技術報告書取りまとめの動機のうち，包括的技
術報告書をセーフティケースとしてステークホルダーとの対話の材料と
することについては，これまでの技術的報告書から一歩踏み込んだ位置
付けとしているので，この点とさらに事業を次の段階に進めるための信
任を得ることを包括的技術報告書のねらいとすることについても，目的
として明記することを推奨する。 

 

包括的技術報告書は，地層処分の技術的な信頼性に関してステークホルダ
ーとコミュニケーションを行うに当たっての材料（技術的な説明の土台）
として活用する。また，NUMO が事業を次の段階に進めるための信任を得
るために，包括的技術報告書がその一助となることを期待している。これ
らのためには，包括的技術報告書がセーフティケースとして，なぜ安全な
地層処分を実現できると言えるのかについて明確に説明できていること
が重要である。したがって，包括的技術報告書作成の直接的な目的として
は，現状通り，「最新の科学的知見やこれまでの技術開発成果に基づき，
わが国の地質環境に対して安全な地層処分を実現するための方法を説明
し，技術的な取り組みの最新状況として示すこと」とした（1.4.1項参照）。
なお，レビュー版では上記の包括的技術報告書の作成目的が明確に読み取
れないと指摘するレビュー委員のコメントがあったことを踏まえ，「わが
国の地質環境に対して安全な地層処分を実現するための方法を説明し，技
術的な取り組みの最新状況として示すことを目的として」と作成目的がよ
り明確に伝わるよう文章を修正した。 
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No. レビューコメント（左列はレビュー報告書のページ番号） 包括的技術報告書における対応 

1-2 p.7 包括的技術報告書の位置づけ，目的および想定読者 

レビュー委員会は，全体としての目次，個々の詳細な情報を記載した付
属書を含む包括的技術報告書としての構成は的確であると評価する。ま
た，想定読者に応じて階層的な文書体系に区分して構成することに同意
する。なお，包括的技術報告書は，第２次取りまとめの内容が想定読者
に十分に共有されている前提で記述されているが，地層処分の技術的成
立性に関する基本的な考え方と第２次取りまとめで提案された地層処分
のシステム概念については，改めて包括的技術報告書の冒頭に簡潔に説
明することが望ましい。 

 

包括的技術報告書は，最新の科学的知見を踏まえて第２次取りまとめに示
された内容を確認したうえで，わが国における安全な地層処分の実現性を
示している。国際的に共有されている地層処分の技術的成立性に関する基
本的な考え方と第２次取りまとめで提案された地層処分のシステム概念
は，わが国における地層処分および包括的技術報告書の基礎となる重要な
考え方であることから，ご指摘に沿って，レビュー版の第 2章 2.1.2 項「処
分場が有すべき安全機能」などで記述していた地層処分の基本概念に関す
る内容を第 1 章の冒頭に移動し，1.1 節「地層処分の基本概念」を新たに
設けて記述するとともに，1.2 節「わが国における地層処分事業の推移」
に第２次取りまとめの結論を追記した。 

1-3 p.7 セーフティケースの構成で包括的技術報告書を取りまとめることの意義 

包括的技術報告書は，今後，処分事業の進展の各段階で更新していくセ
ーフティケースの起点として，サイトが特定された後のセーフティケー
スの基本形となるように，セーフティケースの枠組みに従って情報の基
盤を提示するものであるとしている。レビュー委員会は，包括的技術報
告書を OECD/NEAや IAEAが示す国際的に推奨されている形のセーフテ
ィケースとして取りまとめることについて同意する。なお，地層処分の
専門家以外の読者にとっては，セーフティケースという概念の理解が必
ずしも十分でないとも思われるので，なぜセーフティケースの形で取り
まとめるのが好ましいかについて，その意味合いをより詳細に説明する
ことが望ましい。 

 

包括的技術報告書をセーフティケースとして取りまとめることを説明し
た 1.4.2 項に，その意味合いがより伝わるよう以下の内容を追記した。 

 地層処分の実現には，数万年以上の将来に対し人の手を離れた処分場の
安全確保がどのように実現できるのかを論証する技術を高めつづけ，社
会の信任につなげることが不可欠であり，事業者は最新の科学技術的知
見に基づき説明責任を果たすことで，事業者が次の段階に進んでよいか
ステークホルダーが判断する材料を提供すること 

 この説明方法として OECD/NEA等の国際機関はセーフティケースの基
本構造を示しており，NUMO もこれに沿って取りまとめること 

また，OECD/NEAが示すセーフティケースの基本構造を参照して包括的技
術報告書を作成していることをよりわかりやすく示すため，レビュー版の
第 2 章 2.6 節に記載していた「セーフティケースの構造と各章の関係」の
内容を第 1章 1.4.2 項のセーフティケースの説明の文脈に移動した。 

 

  



2021年 9月 8日 

4 

「第 2章 安全確保の基本的考え方」に対するレビューコメントと包括的技術報告書における対応 

No. レビューコメント（左列はレビュー報告書のページ番号） 包括的技術報告書における対応 

2-1 p.9 

 

処分場閉鎖後の安全性にかかわる不確実性への対処 

段階的なデータの拡充により不確実性の低減が図れるという基本的考え
方について言及されていることは評価されるが，本課題の重要性に鑑み，
そのような記述は包括的技術報告書の「マネジメントの基本的考え方」
の節ではなく，同報告書の第２章に新たに「安全性にかかわる不確実性
への対処」として独立した項で論ずるように構成を再検討することをレ
ビュー委員会は推奨する。 

 

2.5節「マネジメントの基本的考え方」では，サイト選定，処分場の設計，
安全評価の作業を統合し，それぞれに関する活動を全体として効果的に実
施するための共通的なマネジメントの考え方を述べている。安全性にかか
わる不確実性を低減するには，段階的なデータの拡充に応じて調査・設
計・安全評価の一連の技術検討を分野横断的に連携させ，戦略的に実施す
る必要がある。また，100 年にわたる事業期間中には政策の変更といった
社会環境の変化にかかわる不確実性が存在し，これらに対応して事業を持
続するために，回収可能性の確保や多様な処分概念のオプションの準備と
いった事業マネジメントの視点で対処する必要がある。ご指摘のように不
確実性への対処が重要な項目であることに同意するものの，その考え方は
技術的な各論のみならずマネジメントの観点が重要と考え，第 2 章の構成
を考慮し，不確実性への対処は現状の 2.5 節「マネジメントの基本的考え
方」における重要項目として記述することが適切と判断した。 

なお，レビュー版では 2.5.1 項のタイトルを「安全性にかかわる不確実性
への対処」としていたが，ここには社会環境の変化にかかわる不確実性へ
の対処なども含まれることから，タイトルはより幅広い意味合いが含まれ
るよう「不確実性への対処」に変更した。 

2-2 p.9 

 

処分場閉鎖後の安全性にかかわる不確実性への対処 

処分場閉鎖前に詳細なデータが得られ，反復的な処分場の安全評価が行
われることにより不確実性が低減できること，およびサイト選定の段階
的進展における地質環境モデル構築の不確実性の低減の可能性をより明
確に示すことを推奨する。 

 

処分場閉鎖前に詳細なデータが得られ，反復的な処分場の安全評価が行わ
れることにより不確実性が低減できることについては， 

 地質環境の調査・評価，処分場の設計，安全評価を連携させて不確実性
の種類や程度を把握し，これらに対応した結果を各段階で作成するセー
フティケースに統合するとともに，安全性に影響する重要な不確実性の
因子を特定して次の調査計画や技術開発計画などに反映し段階的に不確
実性の低減を図ること 

 処分場の閉鎖前までは，最新の知見を踏まえて繰り返し実施する定期的
な評価やモニタリングの結果を反映して，閉鎖後長期の安全評価にかか
わる不確実性の低減を図ること 

を 2.5.1項「不確実性への対処」および付属書 2-8「不確実性の対処の考え
方」に追記した。 

また，サイト調査の進展にともなって地質環境モデル構築に対する不確実
性が低減することについては，本編 3.2.1 項（1）「繰り返しアプローチに
よる不確実性の低減」にその有効性が確認されている事例を記載している
が，付属書 2-8 にも追記した。 
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No. レビューコメント（左列はレビュー報告書のページ番号） 包括的技術報告書における対応 

2-3 p.9 

 

処分場閉鎖後の安全性にかかわる不確実性への対処 

モデルやパラメータに関連する不確実性とシナリオの設定における不確
実性については，それぞれの意味合いが異なるため，その違いを説明す
るとともに，稀頻度事象や人間侵入に関するシナリオの選別と設定の考
え方を明記することを推奨する。 

 

シナリオ，モデル，データのそれぞれの不確実性の種類や意味合い，およ
びその対処方法が明確に読み取れるよう，付属書 2-8「不確実性の対処の
考え方」におけるそれぞれの説明を充実させた。具体的には，不確実性に
は地質環境の空間的な不均質性のような偶然的不確実性と，知識や情報の
不足に起因する認識論的不確実性が考えられること，偶然的不確実性につ
いては，データが十分に集積されれば確率分布に基づいて定量的にパラメ
ータの不確実性として考慮できる可能性があるものの，地層処分において
取り扱う数 km規模の広大な空間スケールの地質環境を対象として，観測
値に基づき全空間にわたり真の偶然的不確実性を定量化することは困難
であることから，実際には認識論的不確実性も含めて確率化し，地質環境
特性の不均質性の定量化を行うことなどを追記した。 

稀頻度事象および人間侵入に関するシナリオの選別と設定の考え方は第 6

章に示しており，これらの不確実性の取り扱いについては，付属書 2-8 に
おいて以下を追記した。 

 稀頻度事象シナリオは，事象の発生頻度が極めて低いためシナリオ設定
に参考となる科学的知識が少ないことから，実際には科学的に考えにく
いような事象をあえて設定し，それでも人間の生活環境に著しい影響を
与えないかを確認するためのシナリオとして設定することで，事象に対
する知識の不足に起因する不確実性に対処すること 

 将来の人間活動を科学的根拠に基づいて予測することは不可能であり，
不確実性を評価することはできない。このため，安全評価における人間
侵入の取り扱いに関して国際的に議論されている考え方に従い，現在の
人間活動に基づく様式化されたシナリオを適用すること 

2-4 p.9 

 

処分場閉鎖後の安全性にかかわる不確実性への対処 

サイト調査，処分場設計，安全評価のそれぞれの分野の不確実性が他の
分野にも伝播することに鑑み，その相互影響についてどのように対応す
るかという点が不確実性に対する分野間の連携のアプローチとして重要
であるので，この点に関する追加説明を推奨する。 

 

調査・評価に基づいて設定される地質環境の不確実性を踏まえたうえで，
所要の要件が満たされるように処分場の設計を行う。また，安全評価にお
いては，地質環境に伴う不確実性や，設計された処分場の安全機能に係る
不確実性などを，シナリオの設定やモデル化・パラメータの設定に反映す
るとともに，適用するモデルやパラメータ自体が有する不確実性に配慮す
る。さらに，感度解析などを通じて安全性に大きな影響を及ぼす地質環境
や設計の因子を特定し，調査の拡充や設計などにフィードバックすること
で不確実性を低減する。このように，それぞれの分野において考慮する不
確実性が相互に影響することを踏まえて，地質環境調査・評価，処分場の
設計，安全評価を連携して進めることが，2.5.1 項「不確実性への対処」に
おいてより明示的に示されるように記述を修正するとともに，付属書 2-8

の記述を拡充した。 
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No. レビューコメント（左列はレビュー報告書のページ番号） 包括的技術報告書における対応 

2-5 p.9 

 

安全評価における様式化の意味合い 

閉鎖後長期の安全性の評価に関する考え方においては，生活圏評価に必
要な情報である将来の人間の生活形態は，科学的根拠をもって設定する
ことはできないため，現代と同じ様式で生活していると仮定して被ばく
線量を計算し，これを指標として処分場の安全性能を評価することの意
味合いについて，考え方を整理して追記することを推奨する。 

 

ご指摘の安全評価における様式化の考え方が読み取れるよう 2.4.3 項「閉
鎖後長期の安全性の評価に関する考え方」において以下の内容を追記し
た。 

 将来における人間の生活様式を科学的根拠に基づいて予測することは不
可能であるため，現代の人間と同じ生活様式を仮定して計算された被ば
く線量を用いて処分場の安全性を判断すること 

 このような仮定に基づいて算出される線量は，将来の人間が受ける放射
線の影響を言い当てようとするものではなく，処分場の安全性を現在に
おいて判断するために，設計された処分場の隔離・閉じ込めに関する安
全機能がどのように発揮されるかを，線量という尺度に換算してあらわ
したものであること 

2-6 p.10 安全機能と時間スケール 

処分場閉鎖後の過渡的な期間を過ぎた時間スケールにわたる安全機能に
ついて，「人工バリアの物理・化学的な変質によって閉じ込め機能は次第
に低下すると考えられるが，好ましい地質環境特性が維持される限り，
処分場における状態変化は極めて緩慢であるため人工バリアの移行抑制
機能が大きく失われることはないと想定される。」との記載があるが，こ
こは注意深く記述することが必要と考える。一見，性能が低下するのに
機能が失われない，と矛盾した記載のように読めるため，まず，閉じ込
め機能の低下が予想されるもののそれは局所的であること，また仮に一
部の安全機能が低下しても他の安全機能が補完的に働くことにより全体
としての閉じ込め性能は担保されること（多重の安全機能），などの説明
が必要と思われる。 

 

好ましい地質環境が維持されるサイトを選定し，その地質環境に適合して
設計された処分場においては，人工バリアの物理・化学的な変質も時間的
に緩慢であり，その範囲は限定的になると考えられる。また，オーバーパ
ックの腐食の進行により閉じ込め機能が失われてもガラス固化体や緩衝
材によって人工バリア全体としての閉じ込め機能が失われるわけではな
い。ご指摘を踏まえて，このような趣旨が読み取れるよう 2.1.2 項（5）「安
全機能の考慮する時間スケール」の記述において，以下の下線部を修正・
追記した。 

「人工バリアの物理・化学的な変質によって閉じ込め機能は次第に変化す
ると考えられるが，好ましい地質環境特性が維持される限り，処分場にお
ける状態変化は極めて緩慢であるため，人工バリアの変質は限定的である
と考えられる。併せて，複数の構成要素からなる人工バリアの一部の機能
が低下したとしても他のバリア機能が補完的に働くことを考慮すると，人
工バリアの移行抑制機能が大きく失われることはないと考えられる。」 
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No. レビューコメント（左列はレビュー報告書のページ番号） 包括的技術報告書における対応 

2-7 p.10 安全機能と時間スケール 

NUMO は，適切に選定されたサイトにおいては，現在認められている自
然現象の一様継続性から，火山活動や断層活動などの自然現象の傾向が
将来 10万年程度は継続する可能性が高いという前提で地質環境による隔
離・閉じ込め機能を期待している。地殻変動の一様継続性の期間につい
ては，一様継続性の意味を明確にし，十万年のオーダーで継続している
ことについて，主要な論文をさらに詳細にレビューし，その根拠をより
確かなものとすることを奨める。 

 

将来十万年程度までの期間は，広域的な自然現象の発生とその地質環境へ
の影響の傾向が継続する可能性が高いと考える一様継続性に関する議論
については，第２次取りまとめ以降の主要な論文をレビューし，「第２次
取りまとめに示された地質環境の長期安定性と地質環境特性に関する見
解についての検討」（NUMO，2013），2014 年の地層処分技術ワーキンググ
ループ（WG）「最新の科学的知見に基づく地層処分技術の再評価－地質環
境特性および地質環境の長期安定性について－」でも再確認されている。
このことは第 3 章 3.1 節に記載しており，これを補完するため，付属書 3-1

「わが国の地質環境に係る第２次取りまとめの結論および国による評価」
を新たに作成した。また，2.1.2 項（5）「安全機能を考慮する時間スケール」
において，上記の根拠に基づく一様継続性について説明を追記するととも
に，将来十万年程度を超える自然現象の発生とその地質環境への影響につ
いては，一様継続性の概念に基づく外挿による将来予測に係る不確実性が
増大することから，プレート運動が現在まで数百万年以上にわたり大きく
変化していないことや，地域差はあるものの現在のテクトニクスが数十万
年オーダーで継続していることなどの科学的知見を拠り所として，その不
確実性とともに評価することを追記した。 

2-8 p.10 地層処分における地質環境の安定性の議論 

日本列島が変動帯に位置することについての関心が高いことに鑑み，地
質環境の安定性については，地殻変動に関する一般的な傾向の議論と地
層処分の成立性と長期安全性にとって重要な地質環境特性の議論が混同
されることがないよう，正確な記述に留意する必要がある。このため，
地層処分の議論において重要な地質環境の意味合いについては，用語集
に「地層処分の観点から見た地下の環境であり，岩盤とそこに含まれる
地下水などから構成される。地質環境特性は，地質・地質構造，岩盤の
熱的・力学的な性質，地下水の地球化学的な性質，地下水の流動や物質
の移行などの性質の総称である。」と示されているが，改めて本文におい
ても項目を立てて，地層処分にとって重要な地質環境特性について，国
際的な共通認識も含めて解説することを推奨する。 

 

地層処分の議論において重要な地質環境の意味合いについては丁寧に説
明すべきとのご指摘を踏まえ，用語集に記載の基本的な説明を 1.1 節「地
層処分の基本概念」や 2.1.2 項「処分場が有すべき安全機能」などに改め
て追記した。 

また，変動帯に位置するわが国の地質環境の長期安定性に関する議論につ
いては，ご指摘の通り関心が高いことに鑑み，第２次取りまとめ当時の議
論を，第 3 章の付属書 3-1「わが国の地質環境に係る第２次取りまとめの
結論および国による評価」として新たに作成し，読者が参照しやすいよう
配慮した。 
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No. レビューコメント（左列はレビュー報告書のページ番号） 包括的技術報告書における対応 

2-9 p.11 地質環境の選定とモデル化に関するアプローチ 

国の地層処分技術ワーキンググループが 2017 年にとりまとめた「地層処
分に関する地域の科学的な特性の提示に係る要件・基準の検討結果」に
示されている８つの好ましくない範囲の要件・基準を包括的技術報告書
における地質環境モデルの構築にあたっての前提条件として，どのよう
に取り扱っているのかがわかりにくい。好ましくない範囲の要件・基準
に挙げられた地質環境のうちから，モデル化の対象とする事象とその分
布範囲を設定する条件とモデル化に利用する地質環境情報を取捨選択す
る条件をどのように整理して前提条件としたかについて，丁寧に説明す
ることを推奨する。 

 

ご指摘の点について，よりわかりやすくなるよう，2.2.5 項に「表 2.2-1 科
学的特性の提示に係る『好ましくない範囲の要件・基準』と本報告書の地
質環境モデルに活用する情報・データの関係」を新たに挿入し，説明を補
強した。 

2-10 p.11 処分場設計と工学技術に関するアプローチ 

処分場の設計は仕様を提示するために行うとし，第 4 章においては「設

計要件に基づいて設計を実施し，基本となる仕様（材料，形状，寸法な

ど）を設定する」とより具体的に説明をしているが，包括的技術報告書

における「仕様」や「仕様成立範囲」は一般的な構造物の設計における

用例とは異なる場合がある。それぞれの用語の定義を明確にし，処分場

の設計が仕様規定型ではなく性能設計型となっていることや設計因子を

満足する設計の一例を示していることをより明確にすることを推奨す

る。 

 

設計の基本的な考え方を述べる 2.3.1項「段階的な処分場の設計と最適化」

の記述において「処分施設（人工バリア，地上施設，地下施設など）の仕

様（材料諸元，形状，寸法など）を提示する」の下線部を追記した。 

また第 4 章において，以下のような記述の修正を行った。 

 4.1節「処分場の設計の考え方」において，所要の安全機能を確保するこ

とのできる処分場の設計を試行しその仕様例を示していることを冒頭に

追記 

 同じく 4.1節に現在の原子力安全規制が性能規定化を前提として技術基

準を整備しており，包括的技術報告書もこの考え方を踏まえた設計のア

プローチを採用していることを追記 

 「仕様」とは，設計要件を満足する構成要素の材料諸元，形状，寸法な

どの設計値の組み合わせの中から，多面的な要求事項を総合的に考慮し

て決定していることなど，より丁寧な説明となるように第 4章本文の記

述を全体的に改善 

 意味がわかりづらい「仕様成立範囲」という用語は使わないこととし，

より平易な表現に修正（例えば，表 4.4-7 中の記述「緩衝材の仕様成立

範囲にあること」を「設計要件を満足する緩衝材の密度と厚さの範囲に

あること」に修正） 
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No. レビューコメント（左列はレビュー報告書のページ番号） 包括的技術報告書における対応 

2-11 p.11 処分場設計と工学技術に関するアプローチ 

回収可能性維持期間中のモニタリングの方法についても概観し，不確実
性低減の可能性について示すことを推奨する。 

 

回収可能性維持期間中（処分場の閉鎖まで）におけるモニタリングについ
ては，ご指摘の不確実性の低減の可能性を含めた考え方を本編に記載する
こととし，方法については付属書 2-7「モニタリングの考え方」にその概
要を記載した。 

モニタリングによる不確実性低減の可能性として，人工バリアや周辺母岩
のモニタリングによる情報は閉鎖後長期の安全評価に関する不確実性の
低減にも寄与することについて，2.3.3 項「事業期間中の回収可能性の確保，
環境保全，モニタリングの考慮」とともに，付属書 2-7「モニタリングの
考え方」および付属書 2-8「不確実性の対処の考え方」に追記した。 

2-12 p.11 

 

安全評価のアプローチ 

閉鎖後長期の安全性の評価に関するアプローチとしてリスク論的アプロ
ーチに言及し，「リスク（＝発生可能性×影響の大きさ）の大きさによっ
て処分場の安全性を評価する考え方が合理的と考えられる。」としている
が，このままでは，リスク評価を実施したように読める。発生の可能性
（確率）を考慮しているのはシナリオ区分のみで，包括的技術報告書で
は区分された特定のシナリオが発生確率１で発生するとした時の影響を
評価する線量/確率分解アプローチを適用しているので，リスク論的アプ
ローチには統合アプローチと線量/確率分解アプローチがあることについ
て言及し，ここでは後者を用いたことを説明することを推奨する。 

 

ご指摘を踏まえ，2.4.4 項「本報告書における閉鎖後長期の安全性の評価に
関するアプローチ」に記載していた「影響の大きさだけでなくその発生の
可能性を考慮し，リスク（＝発生可能性×影響の大きさ）の大きさによっ
て処分場の安全性を評価する考え方が合理的と考えられる」を，「影響の
大きさだけでなくその発生の可能性を考慮して安全性の評価を行うこと
が合理的である」に修正した。 

また，リスク論的アプローチには統合アプローチと線量/確率分解アプロー
チがあること，包括的技術報告書は基本的には線量/確率分解アプローチを
採用しているが，定量的な確率を算出できるシナリオにはリスク基準との
比較を用いた評価を併用しているといった説明は，第 6 章 6.1.5 項「リス
ク論的考え方に基づく安全評価と評価基準」に記載している。第 2章は閉
鎖後長期の安全評価の基本的考え方を述べており，これらの説明はやや詳
細すぎると判断し，現状のとおり，第 2章ではリスク論的アプローチを採
用していることまでを言及することとした。 

2-13 p.12 

 

マネジメントの基本的考え方 

NUMO は，地質環境の調査・評価，処分場の設計および安全評価の各分
野の密接な連携のためのマネジメントの基本的考え方について言及して
いる。レビュー委員会は，地層処分のような学際領域からなるプロジェ
クトにおいては，全体を的確に管理するための連携は極めて重要である
ことから，マネジメントの基本的考え方を定めていることを高く評価す
る。なお，分野間の連携の具体的行動を促進しその有効性を確保するた
めに，包括的技術報告書に図示されている各分野の相互関係については，
文章による説明を加えることを推奨する。 

 

ご指摘を踏まえ，図 2.5-1「地質環境の調査・評価，処分場の設計，安全評
価の連携」が示す各分野の情報のやり取りなどの具体的な内容について文
章での説明を追記した。この際，セーフティケースの部分的な変更が波及
する程度を把握しつつ，全体的な整合性を確保したセーフティケースを構
築すること，そのためには分野間での確実なデータの受け渡しや意思決定
事項を関係者全員が共有することの重要性，検討作業全体を俯瞰してマネ
ジメントを担う人材の必要性などを含めて説明を追記した。 
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No. レビューコメント（左列はレビュー報告書のページ番号） 包括的技術報告書における対応 

2-14 p.12 マネジメントの基本的考え方 

地質環境の調査・評価および処分場設計から得られる情報を安全評価に
統合してセーフティケースを構築するプロセスの妥当性は，セーフティ
ケースの信頼性を示すために極めて重要な視点と考えられるので，レビ
ュー委員会は，情報統合の方法論を追記することを推奨する。 

 

地質環境の調査・評価および処分場設計から得られる情報を安全評価に統
合するプロセスについては，2.2.2 項「サイト選定の基本的考え方」や 2.5.1

項「安全性にかかわる不確実性への対処」，2.5.2 項「品質マネジメント」
などにおいてそれぞれの観点で記述している。これに加えて，図 2.5-1「地
質環境の調査・評価，処分場の設計，安全評価の連携」に示す分野間での
連携の説明において，例えば，地質環境モデルを用いた地下水流動解析な
どを実施した後に設計や安全評価において利用できる処理をしたうえで
地質環境情報として提供するといった，情報統合の具体例を追記した。さ
らに，付属書 2-8「不確実性の対処の考え方」において具体的な情報の統
合のプロセスを追記した。 

2-15 p.12 マネジメントの基本的考え方 

マネジメントの基本的考え方に基づき，各分野間の連携と統合の具体的
な管理ツールとしてNUMOにおいて運用されている各種のマネジメント
システムを「マネジメント基盤」と位置付けると連携のマネジメントの
有効性が理解しやすくなると考えられるので，レビュー委員会は，各分
野の連携を示す図とまとめの節に引用されているセーフティケースと各
章の関係を示す図を関連付けた文章による説明を，マネジメントの節に
おいて行うことを推奨する。 

 

各分野間の連携と統合を管理するためのツールとして，NUMO のマネジメ
ントシステムをセーフティケース開発に向けたマネジメント基盤と位置
付けていることについては，2.5 節全体において記述している。これに加
えて，セーフティケースの段階的な信頼性向上に向けたマネジメントシス
テムの役割を第 7 章 7.3.3 項「マネジメントシステムの開発」において追
記した。 

セーフティケースと各章の関係を示す図 2.6-1 は，第 1 章 1.4.2 項（2）「包
括的技術報告書の構成」に移動し，各分野の内容と各章の関係に関する説
明を追記した。また，各章の検討においては不確実性への対処，品質マネ
ジメント，知識マネジメントといった 2.5 節で述べたマネジメント基盤の
適用を試みることを 2.6 節のまとめに追記した。 
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「第 3章 地層処分に適した地質環境の選定およびモデル化」に対するレビューコメントと包括的技術報告書における対応 

No. レビューコメント（左列はレビュー報告書のページ番号） 包括的技術報告書における対応 

3-1 p.14   サイト選定における判断の基本的考え方と調査・評価技術の整備状況 

レビュー委員会は，これらの技術体系について，追跡性が確保された文

献等に基づき構築されたものであり，わが国で想定される多様な地質環

境条件を網羅していることから，文献調査および概要調査を進める上で，

十分な判断根拠をもって実用性のある技術体系としてまとめられている

と評価する。調査・評価に適用する技術については，現状利用可能な技

術に基づいて適切に整理されていると認めるが，一方で，示された課題

についてサイト選定のどの段階までに対応すべき課題かを明らかにする

とともに，最新の研究成果のレビューによりその適用範囲を明確化する

ことを推奨する。 

 

地質環境の調査・評価技術（3.2.3 項）については，説明の冒頭に「概要調

査および精密調査の段階への反映を念頭に置いて開発や整備，適用性確認

などを進めている」ことを明記している。そのうえで，ご指摘を踏まえ，

「特に概要調査を的確に実施することを念頭に置き」を追記するととも

に，調査・評価技術の現状の技術レベル・課題を整理した表（表 3.2-2 お

よび表 3.2-3）について，「表中に記載した課題は，主として概要調査の段

階までに解決に向けて取り組むものである」ことを明記した。また，調査

技術シート（付属書 3-11）に取りまとめた各調査・評価技術の適用範囲に

係る情報については最新のものを反映して修正した。 

3-2 p.15  地質環境モデル構築に向けた地質環境情報の統合化 

レビュー委員会は，地質環境情報を地質環境モデルに統合するプロセス

をセーフティケースの信頼性，特に情報の追跡性を確保する上で，非常

に重要な取り組みとして評価する。一方，処分場の設計や安全評価から，

地質環境情報や地質環境モデルに対して，どのようなフィードバックが

得られたのかについては，具体的な内容が示されておらず，説明の追加

が必要と考える。 

 

段階的に実施するサイト調査に応じて得られる地質環境情報を統合し，処

分場の設計および安全評価との連携を通じて地質環境モデルを構築して

いくという基本的な進め方（3.2.1 項）に従い，検討対象母岩のモデル化（3.3

節）では，サイトが特定されていない段階にあるという制約条件を踏まえ

た地質環境モデルの構築に係る取り組みを記述している。その中で処分場

の設計および安全評価との連携に関する記述を拡充した。 

3-3 p.15  自然現象の発生とそれに伴う地質環境の状態変化に対する確率論的評価

手法 

レビュー委員会は，ITM－TOPAZ 手法に関して，変動帯に位置するわが

国の地質環境を考慮する上で重要な自然現象の長期の不確実性を客観的

に明らかにする新たな試みとして高く評価する。本手法は，国外専門家

の協力により得られた最新の地球科学的知見と数理科学的な手法を駆使

した先進的な取り組みであり，時間と空間を考慮しながら，自然現象に

関する情報や専門家の意見を一元的に集約するプラットフォームとして

の役割も期待できる。レビュー委員会は，今後の取り組みにおいて，日

本の地質環境に詳しい国内専門家の参加のほか，地質環境特性の長期変

遷に関するモデル化技術や包括的技術報告書第６章の地層処分システム

の安全評価との連携の考え方やその方法について具体的に言及すること

を提言する。また，これまで成果が挙げられている火山・火成活動のほ

か，地震・断層活動や隆起・侵食に対しても，本手法の適用事例をさら

に蓄積していくことを期待する。 

 

 

今後の取り組み 3.5.2 項（1）における ITM-TOPAZ 手法を用いた評価技術

の高度化に関して，ご指摘を踏まえて，国内専門家の協力を得つつ高度化

を図ること，また，将来 10 万年程度を超える期間に新規に発生する可能

性のある自然現象とその地質環境への影響の程度・範囲や時間変化に係る

シナリオについて，安全評価における FEP リストを踏まえたストーリーボ

ードの作成やシナリオの設定との連携を図ることを追記した。さらに，地

震・断層活動や隆起・侵食に対する適用事例の蓄積を図り，確率論的な評

価手法の妥当性を評価していくことを追記した。 
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No. レビューコメント（左列はレビュー報告書のページ番号） 包括的技術報告書における対応 

3-4 p.15 自然現象の発生とそれに伴う地質環境の状態変化に対する確率論的評価

手法 

包括的技術報告書の記載では，表題が「自然現象の発生に伴う地質環境

の状態変化に対する確率論的評価手法」とされており，本手法が自然現

象の発生による地質環境の状態変化にも適用できるように取られる可能

性があるため，表題の適正化が必要であると考える。 

 

 

ご指摘を踏まえて，3.2.3 項（2）の表題を「自然現象の発生とその地質環

境への影響に係る確率論的評価手法」に修正し，本文中の同様の表現につ

いても「自然現象の発生とその地質環境への影響」に修正した。 

3-5 p.16  地質環境情報の統合化による地質環境モデルの整備状況 

サイトが特定されていない現時点の条件下で，関連する科学的知見を幅

広く収集・分析し，かつ品質確認のための基準を自ら整備した上で，対

象岩種を深成岩類，新第三紀堆積岩類，先新第三紀堆積岩類に類型化し

た点は，第２次取りまとめと比較して，日本の地質環境条件に即したよ

り現実的なアプローチに進展したと認められる。特に，既存情報が少な

い中，わが国の地質分布の半分近くを占めると推定される先新第三紀堆

積岩類の地質環境モデルが構築された事は，付加体中のスラストや褶曲

構造等に起因する複雑な地質構造に対応する技術の実用性を検討する上

で重要な成果と考えられる。一方，採用された断層と割れ目分布の規則

性に基づくモデル化手法に関しては，実際のフィールド調査における実

績等が述べられておらず，スウェーデンやフィンランド等，同様なアプ

ローチを取っている他の事例等を補足し，手法の妥当性をより明確に説

明することを奨める。 

 

地質構造モデル構築の考え方（3.3.3 項（3）（i）（a））に，オルキルオトサ

イト（フィンランド）およびフォルスマルクサイト（スウェーデン）のサ

イト調査において，露頭観察や物理探査，ボーリング調査などの結果に基

づき割れ目ネットワーク（DFN）モデルを適用した地質構造・水理地質構

造モデルが構築され，処分場の建設許可申請に対する安全審査において，

当該の規制機関によりその妥当性が確認された事例について追記した。 

3-6 p.17  地質環境特性の長期変遷や時間スケール 

レビュー委員会は，地質環境特性の長期変遷に関して，現状の知見が整

理されるとともに今後の取り組みの方向性が示されており，日本の地質

環境の特徴をより現実的に評価するために，次の段階に向け，適切な課

題設定がなされていると評価する。ただし，包括的技術報告書の第２章

でアプローチが示されている「隆起・沈降を含む地形や地質構造の長期

的な変化，気候・海水準変動を設定しない」という前提条件が同報告書

の第３章では自明なものとして取り扱われており，本章のみを参照する

読者に誤解を与える可能性があるため，根拠を含めて，改めて明示が必

要と考える。 

 

「空間スケールおよび概念モデルの設定」（3.3.3 項（1））を「基本的な考

え方」（3.3.3 項（1））および「地質環境の概念モデルの設定」（3.3.3 項（2））

に分割し，第3章のみを参照する読者にも誤解を与えないよう，新しい 3.3.3

項（1）に 2.2.5 項に述べた地質環境モデルを構築する際の前提条件に係る

内容を追記した。 
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No. レビューコメント（左列はレビュー報告書のページ番号） 包括的技術報告書における対応 

3-7 p.17  地質環境特性の長期変遷や時間スケール 

NUMO は，地質環境特性の時間的特徴や長期変遷の性状に関する記述に

おいて，「地質学的な時間スケール」や「時間スケール」，「時間変化」と

いった言葉を用いて説明している。しかし，それらの時間が具体的にど

のような期間を示しているのか明示されておらず，読み手のより一層の

理解を得る上で，改善の余地がある。レビュー委員会は，第２次取りま

とめで用いられた時間スケールとの関連性も踏まえて，可能な限り，具

体的に時間範囲を記述することを推奨する。 

 

本文中の当該箇所を，「数十万年～数百万年という地質学的な時間スケー

ル」や「数万年～数百万年という長期にわたって」といった時間スケール

が理解しやすい記述に修正した。 

3-8 p.17  地質環境特性に関する不確実性への対応 

レビュー委員会は，包括的技術報告書で示された各空間スケールの情報

量の制約に起因する不確実性の考え方や取り扱い方に関して，瑞浪・幌

延における実例に基づいた説明や今後の取り組みにおける調査技術の体

系化の一環としてそれらの必要性に言及している点に同意する。一方，

繰り返しアプローチによる各段階における不確実性の評価における重要

な課題や実際の処分（候補）地での調査が進んでいる国外での事例は示

されておらず，内外の実状を踏まえた補足的な説明が必要と考える。 

 

繰り返しアプローチによる不確実性の低減（3.2.1 項（1））については，Posiva

（フィンランド）がオルキルオトで実施中のサイト調査，SKB（スウェー

デン）がフォルスマルクで実施中のサイト調査，Nagra（スイス）がヴェ

レンベルクで実施したサイト調査において，繰り返しアプローチの考え方

に基づく地質環境調査・評価により，地層処分の観点から重要な地質構造

や地質環境特性の空間分布などの不確実性の低減が評価された事例に係

る説明を加えた。これと関連して，地質環境情報の統合化による処分場の

設計および安全評価との連携（3.2.1 項（2））についても，Nagra，Posiva，

SKB に加え，ANDRA（フランス）および NWMO（カナダ）の事例を追記

し，国内外の実状が分かるように修正した。 
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No. レビューコメント（左列はレビュー報告書のページ番号） 包括的技術報告書における対応 

3-9 p.18 地質環境特性に期待される放射性物質の溶出・移行抑制機能 

NUMO は，閉鎖後長期の安全確保にかかわる要件について，地下深部の
地質環境特性は長期にわたって緩慢に変化するものの，突発的あるいは
急激に変化する可能性は小さいと考えられるとしている。この変化の幅
を考慮に入れても，地層処分の観点から好ましい地質環境特性が維持さ
れる場合は，地質環境は「長期にわたり安定である」ということができ，
放射性核種の壊変による廃棄体の危険性の低減を期待する将来 10 万年
程度を超えるような長期間において，地質環境に期待される放射性物質
の溶出・移行抑制機能が低減あるいは喪失する可能性は極めて小さいと
記している。 

レビュー委員会は，このような NUMOの見解は，地層処分システムの安
全性を説明する上で非常に重要な情報であることに同意する。一方，こ
の主張をより明確に説明するために現在引用されている OECD/NEA 報
告書[6]（OECD/NEA (2009)：Stability and buffering capacity of the geosphere 

for long-term isolation of radioactive waste: Application to crystalline rock, 

NEA No. 6362）以外の知見についても補足することを奨めるとともに，
包括的技術報告書の第２章に記載されている「将来 10万年程度を超える
長期については，（中略）地質環境の変遷や自然現象の発生にかかわる将
来予測の不確実性が増大する」とする記述が地殻内のごく限られた領域
にある地質環境の特性の変化と，火山や断層の発生位置の変化や隆起・
侵食の進行等に関連する地殻やプレートの変動とが混同されないよう
に，全体を通じてより一貫性・整合性が確保された表現になるように当
該箇所の記述を工夫・改善することを奨める。 

 

 

当該の主張（3.1.1 項（2））については，参考文献として新たに「OECD/NEA 

(2009): Considering timescales in the post-closure safety of geological disposal of 

radioactive waste, NEA No. 6424」を追加（参考文献番号を適宜変更）した

うえで，参考文献の当該箇所の記述の趣旨を踏まえ，「自然現象の著しい

影響が及ばない地質環境では，過去から現在までの地質学的な事象やプロ

セスに係る十分な科学的知見に基づき，地層処分の観点から好ましい特性

が維持されると評価できる場合は，長期的に安定であり閉じ込めが期待で

きる」という文脈になるように見直した。また，第 2章（2.1.2 項（5））に

ついては，「広域的な自然現象の発生とそれに伴う変形・変位の将来予測

に係る不確実性は増大する」ことと，「自然現象の著しい影響が及ばない

地域における地質環境特性の変化は，地質環境が本来的に有する緩衝機能

（※）によって抑制されることが具体的な事例からも明らかである」とい

うことが区別できるように記述を見直した。 

※ 地質環境の緩衝機能とは，自然現象の緩慢かつ累積的な内因的あるい

は外因的な擾乱や影響による地下深部の地質環境特性の変化を抑制す

ることである。例えば，酸素を含んだ降水が地下へ浸透する量が変化

しても，岩石などとの反応による酸素の消費により，地下深部の地下

水の還元状態を長期間維持できることなどが挙げられる。 
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No. レビューコメント（左列はレビュー報告書のページ番号） 包括的技術報告書における対応 

3-10 p.18  断層の水理地質構造モデル・地下水流動解析におけるダルシー流速の扱
い方 

NUMO は，数 km 以上の規模を有する断層（帯）に関して，国内外の断

層調査で報告されている断層の形態や構造，水理学的特性などの知見に

基づき，コアゾーンとその外側にあるダメージゾーンとして水理地質構

造モデルを構築している。 

レビュー委員会は，この水理地質構造モデルが，一般に認められる断層

の水理構造を適切に反映し，模式化されたものであり，規模の大きな断

層の内部構造を記述する代表的な概念モデルとして扱うことに同意す

る。一方，六甲山の蓬莱峡やサンアンドレアス断層においては，割れ目

を著しく多く含む非対称に発達する断層帯も見出されており，本モデル

の活用性を拡げる観点から，それらの研究事例についても引用する等，

幅広く言及することを奨める。 

 

 

地質構造モデル構築の考え方（3.3.3 項（2））として，非対称に発達する断

層（帯）に係る調査・研究事例についても言及したうえで，多くの断層に

おいて確認されている，断層中軸部に対して対称に発達する構造的特徴を

代表的な概念（図 3.3-5）として取り扱うことが分かるように記述を見直し

た。また，この地質構造概念モデルに基づき，透水異方性を考慮して断層

の水理地質構造モデルを構築したことが分かるように記述を見直した。 

3-11 p.18  断層の水理地質構造モデル・地下水流動解析におけるダルシー流速の扱
い方 

レビュー委員会は，処分場地下施設の位置やレイアウトを検討する上で

解析対象スケールにおける地下水の移動の尺度として，ダルシー流速を

用いることに同意するが，その技術的意味に関する記述がなく，より詳

細に説明する必要があると考える。さらに，安全評価において用いられ

る実流速とダルシー流速との関係性についても，包括的技術報告書の第

３章あるいは第６章中に明示することを推奨する。 

 

 

地下水流動解析に係る説明（3.3.3 項（3））に，地下水の流速についてダル

シー流速を用いた技術的根拠として，地下水流動解析では地下水の全水

頭，流速，移行時間などを算出したうえで，対象領域におけるそれらの分

布の相対比較を行い，より詳細な検討を行う空間スケールの領域を選定す

ることとしたことを追記した。併せて，この根拠については第 3章の付属

書 3-20～3-25に詳しく追記した。また，安全評価の核種移行解析に用いる

三次元地下水流動解析における実流速の取り扱い方については，第 6 章

6.4.1 項（2）（iv）に明記した。 

3-12 p.19 高炭酸濃度地下水の影響 

地下水水質における炭酸濃度と pH は，一部の金属イオンに対する錯生成

や炭素鋼の腐食などに大きく影響し，データの品質（信頼性）確保は安

全評価に対して非常に重要な技術的要素となりうるが，ボーリング孔か

ら採水された地下水は，脱ガス等により原位置の値と異なる可能性に留

意する必要がある。NUMO は，このような課題を解決するために，水質

データのスクリーニングおよび電荷バランスに基づく炭酸化学種濃度の

推定を行っており，レビュー委員会は，本アプローチの採用に同意する。

一方，ナトリウムイオンと塩化物イオン濃度の高い地下水においては，

それらの濃度差から炭酸化学種濃度を推定する際には，測定値の誤差の

影響が大きくなることに留意する必要がある。 

 

炭酸化学種濃度は選定した地下水中の全無機炭素濃度（TIC）から算出し

ている。 

一方，電荷バランスに基づき炭酸化学種濃度を推定することは，TIC の定

量値が取得できない場合において適用可能な手法である。ご指摘のとお

り，この手法により対象とする地下水の Na濃度および Cl 濃度が高い場合

は，それらの定量における誤差が大きく影響する可能性があることに留意

する必要があり，その推定値の妥当性の確認も重要となることから，その

旨を付属書 3-32に追記した。 
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「第 4章 処分場の設計と工学技術」に対するレビューコメントと包括的技術報告書における対応 

No. レビューコメント（左列はレビュー報告書のページ番号） 包括的技術報告書における対応 

4-1 p.20  処分場の設計と工学技術 

工学的設計においては不確実性が残ることは避けられないが，不確実性

の幅を極力狭める努力が肝要である。地質環境モデルにおいて提示され

る地質環境特性や人工バリアに用いる材料特性に関する情報・データに

関わる不確実性を考慮することに加え，設計の前提条件や仕様成立範囲

の決定方法等が内包する不確実性にも配慮することを推奨する。 

 

図 4.2-1 の処分場の設計フローの説明を次のように修正した。 

設計においては，地質環境モデルにおいて提示される地質環境特性や人工

バリアに用いる材料特性に関する情報・データにかかわる不確実性を考慮

することに加え，設計の前提条件や設計式等が内包する不確実性について

も考慮して，安全性に対して裕度をもたせる。また，設計の過程で特定さ

れた地質環境特性にかかわる不確実性が，次段階で作成する地質環境モデ

ルの更新において低減されるよう，設計の観点から地質環境調査・評価の

計画に情報がフィードバックされる（不確実性への対処の詳細は付属書

2-8 参照）。 

4-2 p.21  処分場の設計と工学技術 

今後検討すべき課題についてもよく整理されていると評価するが，設計，

建設，操業および閉鎖の技術は日進月歩の進展が見込まれるため，実際

の設計時には，最新の信頼できる知見によって更新されねばならないも

のであることを明記することを推奨する。 

 

第 2章 2.3.1項の段階的な処分場の設計と最適化の考え方の説明において，

サイトの地質環境特性や処分場に要求される規制要件などは事業の進展

に応じて順次具体化・詳細化されることに加えて，科学技術は常に進歩す

ることを踏まえて，段階的に処分場の設計の詳細化と最適化を図ることを

趣旨とする文章に修正した。 
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No. レビューコメント（左列はレビュー報告書のページ番号） 包括的技術報告書における対応 

4-3 p.21  設計の流れ 

「設計因子，要求事項および設計要件に基づく設計の流れ」および「処

分場の設計フロー」として示された図については，設定した仕様の妥当

性を判断するために実施する影響評価やその後のフィードバックの対象

が，工学的な設計を実施した処分場（人工バリア，地上施設および地下

施設）のみであるのか，天然バリアを含む地層処分システムの全体とな

るのか，また，要求事項や設計要件の見直しを含むものであるのかが明

らかではない。また，包括的技術報告書の第４章における「影響評価」

と同報告書の第５章や第６章における「安全性の評価」の関係もわかり

にくい。設計の妥当性の検証とフィードバックには，処分場の工学的設

計の設計要件に対する照査と地層処分システム全体の安全評価の２つの

プロセスがあるように書かれているが，その当該の図の説明を文章で記

述するべきである。その際，処分場の設計検討では，工学技術の中で進

められる小さなフィードバックループもあれば，安全評価も含めた大き

なフィードバックループもあり，それぞれ目的に応じて適切に使い分け

る必要がある。 

また，超長期の安全性の確保が求められる処分場の設計を行うことから，

操業時の対策と超長期の安全性など，時間軸上でトレードオフの関係が

生じる可能性がある（例えば，力学プラグに接して設置される透水層の

排水機能と長期的な地下水の作用下での力学プラグの安定性）。処分場の

状態変遷を考慮した評価結果を設計にフィードバックすることで，処分

場の構成要素やその仕様の見直しができるようにしておくことが重要で

ある。 

以上のことを踏まえて，フィードバックの考え方や前提条件を整理し，

設計の枠組みがより明確に理解できる記述とすることを推奨する。 

 

「処分場の設計フロー」に示すフィードバックの対象については，どこま

でを対象として考えているものなのかが分かるように，該当の図 4.2-1 に

示す設計フローを説明する箇所において記述を追加した。 

第 4章の設計で対応する「影響評価」と第 5章や第 6章における「安全性

の評価」で対応する内容の違いについては，前者が設計した構成要素の仕

様でそれぞれの構成要素に割り付けた必要な機能を維持できるかどうか

を評価しているのに対し，後者では処分場が全体システムとして，閉鎖前

は隔離と遮蔽，閉鎖後長期は隔離と閉じ込めの安全機能を発揮し，人間に

有意な放射線影響を与えるリスクは十分に小さいことを確認するもので

ある。本文にそれらの評価を関連付けて説明した記述がなかったことか

ら，第 2章の安全評価の考え方（2.4 節）や第 4 章の設計の考え方（4.1 節）

の中でそれぞれ記述を追加した。 

 

4-4 p.21  設計因子と要求事項 

地層処分システム全体として処分場に求められる性質と能力が，想定す

る地質環境条件のもとで，設計因子として設定されているが，その設定

根拠が不明瞭である。これらの設定そのものも重要な設計プロセスであ

るので，より詳しい説明を追加することを推奨する。 

設計因子を説明するにあたっては，処分場の構成要素ごとに要求事項の

内容を説明する現状の記述では分かりにくい。設計の流れを示した図と

ともに包括的技術報告書の第４章の冒頭で，要求事項の内容に関する文

章による説明が追加されることが望ましい。 

 

設計因子と要求事項は，国際機関や原子力施設の規制などに示されている

安全確保に係る事項などの様々な文献等を参考に，NUMO が現時点で最低

限必要と考え設定したものであること，これらは段階的なサイト選定プロ

セスを経ながら詳細化される地質環境や自然・社会環境に関する情報，今

後の社会情勢の変化，ステークホルダーの要求などに応じて適切に見直し

ていくことになることを，設計因子とそれに基づく要求事項の設定の考え

方を説明する 4.1.1 項に追記した。 
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No. レビューコメント（左列はレビュー報告書のページ番号） 包括的技術報告書における対応 

4-5 p.22 地上施設の設計における安全確保の考え方 

地震力や津波などに対する具体的な検討がサイトの地質環境の条件が特

定されていないことを理由に行われていないが，例えば東日本大震災に

おける地震や津波を想定したシナリオを検討し，評価結果の考察を追記

することが望ましい。また，包括的技術報告書の第５章「閉鎖前の安全

性の評価」の内容との整理が必要と考える。 

 

包括的技術報告書では，自然現象や人為事象などの起因事象を限定せず，

施設内部で機器故障や人為ミスが発生し，異常状態が進展する単一故障の

シナリオを作成している。本報告書で示したこれらの異常状態シナリオ

は，今後もサイトの地質環境条件や設計の詳細化に応じて繰り返し見直す

ことでシナリオを充実させ，網羅性を高めていく必要がある。ご指摘の点

については，今後の課題として，地震や津波の発生とシナリオとの関係を

共通原因故障に関するシナリオの評価も含めてより明示的に検討を行う

ことを，第 5章の閉鎖前の安全性の評価における「今後の取り組み」（5.6.2

項）に記した。 

4-6 p.22  地質環境特性の設定 

現時点では，三つの検討対象母岩を取り上げ，ばらつきの中から設計の

ための地質環境特性を暫定的に選定していることとともに，実設計で用

いる地質環境特性は，将来の現場調査・試験によって十分に信頼できる

精度で決定しなければならないことを明記することを推奨する。 

 

処分場の設計や安全評価の信頼性は，安全性や工学的な実現性，ステーク

ホルダーの要求など，求められる要件を満たしているかとともに，取得す

る地質環境情報の範囲・量および品質に依存することになる。したがって，

段階的なサイト選定において一貫性のある品質マネジメントを実行する

ことにより，事前に設定した要求事項に対して十分な質・量の地質環境情

報が取得されていることを確認する。ご指摘に従い，こうした実際のサイ

ト調査を進める中で地質環境情報の取得から解釈までの一連の作業プロ

セスにおける品質マネジメントの考え方について，第 2 章 2.5 節のマネジ

メントの基本的な考え方や，第 3 章 3.2 節の地層処分に適した地質環境の

選定プロセスにおいて，関連する不確実性への対処にかかわる他のレビュ

ーコメント（No. 2-1，2-2，2-4，3-8，4-1）も踏まえて修正を行った。 

4-7 p.22  人工バリアに関する材料特性の設定 

人工バリアを構成するオーバーパックや廃棄体パッケージ，緩衝材の設

計に用いる材料特性の値は，包括的技術報告書の第３章の地質環境モデ

ルのほか，文献や試験から値が設定され，その根拠も示されている。た

とえば，オーバーパックと接する緩衝材中の間隙水の pH および化学組成

は同報告書の第３章のモデル水質に基づいて算出されており，示された

値は現時点における具体的な設計検討に用いる代表値として意味がある

が，実際の設計時には，最新の信頼できる知見によって更新されねばな

らないものである。また，得られる数値には前提となる条件があること

から，その前提条件が長期的に保持されるかどうかについても慎重に検

討することが必要であることも付記することを推奨する。 

 

人工バリアの設計で考慮した前提条件が長期的に保持されるかどうかに

ついては，地層処分システムにおいて生起し得るさまざまな状態を想定

し，現象やプロセスに関する理解や知識の不足に起因する不確実性を考慮

して安全評価におけるシナリオに設定して評価する。こうした対処の考え

方については，2.5.1 項「不確実性への対処」及び付属書 2-8への追記によ

って詳しく説明した（No. 2-3，2-4 への対応参照）。また，No.4-1のコメン

トへの対応で述べたように，処分場の設計手順の説明（4.2.1 項）において，

設計の前提条件や設計式などが内包する不確実性についても考慮し，安全

性に対して裕度をもたせることを追記した。 
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No. レビューコメント（左列はレビュー報告書のページ番号） 包括的技術報告書における対応 

4-8 p.22 TRU等廃棄物の特性と処分概念 

設計条件としての廃棄体特性を論じる上で，特に TRU 等廃棄物において

はいくつかの課題が残る。TRU 等廃棄物中の各廃棄体に含まれる個々の

放射性核種のインベントリについて，今後，再処理工程等を通じてそれ

ぞれの廃棄体にそれぞれの核種が何パーセント分布するとしているか，

その設定値と設定の根拠と妥当性が付属書に示されているが，安全評価

上の重要な前提条件となるので，本編にも記述することを推奨する。ま

た，廃棄体特性のうちには，化学組成，浸出特性，耐熱性等も含まれる。

TRU等廃棄物については，これらの特性は多様になると考えられるので，

設計条件としての廃棄体特性の把握と整理が望まれる。 

 

閉鎖後長期の安全評価に用いる TRU 等廃棄物の放射能インベントリにつ

いては，付属書 2-3「処分場の設計・安全評価における廃棄体特性の設定」

に設定根拠を示すとともに，第 6章の「安全評価に用いる対象核種と放射

能インベントリ（TRU 等廃棄物）」（表 6.1-4）にインベントリの一覧を示

している。また，付属書 2-3 においては，処分施設の設計条件として必要

となる廃棄体の発熱率や，γ線および中性子線の線源強度分布の算出結果

についても示した。本編ではこれらを参照することで，追跡性は確保され

るものと考えている。 

インベントリについては現時点で利用可能な情報や仮定に基づいて想定

した「モデル」であり，今後，ご指摘の化学組成，浸出特性などの廃棄体

特性も含めて廃棄体発生者と連携しつつ情報を拡充し，その適切性につい

て引き続き検討を行っていく。 

4-9 p.23  TRU等廃棄物の特性と処分概念 

TRU 等廃棄物処分場の人工バリアの設計において，廃棄体パッケージ A

は第２次 TRU レポートを前提として仕様の説明が省略されているが，A

と B の仕様の違いについての説明が追加されることが望ましい。また，

放射線分解による充填モルタルからの水素ガス発生を抑制するための間

隙水の除去においては，モルタルの乾燥収縮による影響について，廃棄

体パッケージ Aと Bで充填材に求める機能の違いとともに整理して記述

されることが望ましい。 

 

廃棄体パッケージの設計においては，構造健全性を確保するために容器と

充填材に求める機能に，廃棄体パッケージ Aと Bのそれぞれのタイプで違

いがあるにもかかわらず，レビュー版ではそれらを整理して書き分けてい

なかった。ご指摘を踏まえ，それらに対する扱いが分かるように，廃棄体

パッケージ容器と廃棄体パッケージ内充填材の設計の説明（4.4.2 項（2））

において記述を追加した。 

また，モルタルの乾燥収縮によるひび割れなどが発生する可能性について

は，第 6 章において放射性物質の溶出抑制の機能に対する影響として考慮

しており，そのことを説明する記述と第 6 章の参照先を明記した。 

4-10 p.23  地下施設レイアウトの設計 

処分場スケールの地質環境モデルから与えられる地下施設のレイアウト

を決定する特性をレイアウト決定特性（LDF）とし，パネルスケールの

地質環境モデルから与えられるガラス固化体の定置位置を決定する特性

（長さ 1km 未満の断層・割れ目の水理学的特性）を定置位置決定特性

（EDF）として設計を考えるアプローチは，よく整理されていると評価

する。ただし，LDF と EDF の説明については脚注における略語の説明に

留まっており，設計上の重要な事項として，考え方を本文中にきちんと

説明することを推奨する。 

 

LDF および EDF を特徴づける断層の取り扱いについては，レビュー版で

は地下施設の設計の考え方（4.5.1 項）の冒頭において「断層および割れ目

に対する設計の考え方」としてまとめており，この考え方と，地下施設設

置可能領域の設定（4.5.4 項（1）），予備区画の設定（4.5.4 項（5））におい

てそれぞれ記されている LDF と EDF の定義との関係がわかりづらい構成

となっていた。このため，4.5.1 項に LDF と EDF の定義を含めた説明を追

加し，上記の LDF と EDF を具体的に適用した地下施設レイアウト設計に

ついて説明した 4.5.4 項の該当箇所にクロスリファレンスを追加すること

によって，関係性がわかるような記述に修正した。 
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No. レビューコメント（左列はレビュー報告書のページ番号） 包括的技術報告書における対応 

4-11 p.23  回収可能性 

2011 年に OECD/NEA が公表した「高レベル放射性廃棄物および使用済

燃料の深地層処分のための可逆性と回収可能性（R&R）」の報告書では，

回収可能性は処分場の基本的な長期安全性の概念の一部ではない，とし

ながらも安全性への信頼性を助長するとともに，回収することが安全面

以外の理由から望ましいことになる可能性があるとして，回収可能性を

廃棄物のライフサイクルの各段階に応じて，回収の容易さ，受動的安全

性および能動的管理の要素で検討することを提案している。包括的技術

報告書においても，OECD/NEAが提案している「国際的に合意された回

収可能性に関する段階的区分（Rスケール）」のように，影響が中間的な

状態のみではなく，それぞれの状態すべてに対して何らかの言及がある

ことが望ましいと考える。 

 

表 4.7-1 に示した回収可能性の維持に伴う留意事項は，OECD/NEA (2011)

で提案されている「回収の容易性」，「受動的安全性への影響」（処分場周

辺の地質環境，あるいは人工バリアに対する影響），「能動的管理」（坑道

の維持管理）をもとに設定したものである。中間的な状態について記述し

たのは，それが上記のような NEA で示されているような留意事項を検討

するうえで最も典型的であり，そのほかの状態を対象に検討を包含するた

めであるが，ご指摘に沿って状況が異なる他の状態に対しても，その状態

特有の留意点を追記した。 
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「第 5章 閉鎖前の安全性の評価」に対するレビューコメントと包括的技術報告書における対応 

No. レビューコメント（左列はレビュー報告書のページ番号） 包括的技術報告書における対応 

5-1 p.24 閉鎖前の安全性の評価 

包括的技術報告書の第５章では，閉鎖前の安全性評価について，放射線

防護と一般労働安全の観点から議論されている。IAEA が発行するセー

フティケースと安全評価のガイドに従い，平常状態シナリオと異常状態

シナリオを作成して検討が行われている。異常状態シリオとしては，放

射性廃棄物の落下，施設内の火災，外部電源喪失やその他の機器の故障 

を想定し，放射性物質の漏えいを引き起こすようなガラス固化体を封入

したオーバーパック，および廃棄体パッケージの力学的または熱的損傷

の可能性について評価している。異常状態シナリオを含む全体の評価の

枠組みや基本的な考え方は妥当であると評価できる。 

一方，異常状態シナリオにおける対象事象は必ずしも十分とは言えない。

サイト依存性が大きいため，外部起因事象については考慮せずに内部起

因事象についてのみ重要なシナリオを設定しているが，ジェネリックな

段階においても想定しうる外部起因事象については評価シナリオを設定

し，評価することが望ましい。 

 

ジェネリックな段階においても想定し得る外部起因事象について，原子力

施設に対する影響評価のガイドラインなどを参考に，地震，津波などの事

象が発生し，施設でどのような事象が発生するかをあらかじめ分析してい

る（Yamashina et al., 2017）。このような事象による施設への影響の評価に

ついては，外的ハザードの発生場所や規模の特定が必要なこと，機器が外

的ハザードに対してどの程度の頑健性を有するように設計されているか

を分析することが必要となるため，包括的技術報告書では，外的ハザード

の影響が顕在化し，異常状態が発生したことを想定してイベントツリーを

作成している。その結果に基づいて，施設内部で発生する起因事象（機器

故障，外部電源喪失）および異常状態（火災，爆発，浸水，建屋・坑道の

損傷，作業環境の悪化）を特定し，5.4.1 項「異常状態シナリオの作成」に

おいて評価シナリオの作成を行い，5.4.2 項「異常状態シナリオに基づく閉

じ込め機能に対する影響評価」においてその影響評価を実施している。評

価シナリオの作成においては，福島第一原子力発電所事故以降に改正され

た第二種廃棄物埋設規則などを参照して，最終的に落下，火災，爆発，外

部電源喪失，その他機器の故障に分類してシナリオを記述した。 

以上のように，評価シナリオは外部起因事象によって施設内部で発生する

事象を想定しているが，シナリオの記述は施設内部で発生する事象として

作成していることの説明が不十分であり，ご指摘に沿って上記のシナリオ

の分類を導出する過程を 5.1.1 項（2）「異常状態シナリオの作成の考え方」

に追記した。 

また，第 5 章では，ガラス固化体を封入したオーバーパックや廃棄体パッ

ケージに直接的な影響がある異常状態を対象に，落下高さや火災継続時間

などの条件が最も厳しくなる状態を対象に評価をするという考えに立っ

ているため，人工バリアに対する影響が小さいと定性的に判断できるシナ

リオについては記述していなかった。この点についても，ご指摘を踏まえ，

定量的な評価を実施していないものの，想定しうるシナリオおよび評価手

法の開発事例（メタンガスの爆発）について 5.4.2 項（3）「施設内の爆発

に関するシナリオの評価」に追記した。 
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「第 6章 閉鎖後長期の安全性の評価」 

No. レビューコメント（左列はレビュー報告書のページ番号） 包括的技術報告書における対応 

6-1 p.26 評価期間 

閉鎖後の処分システムの状態を４つの時間枠（T1～T4）に区分し，各時

間断面で安全機能と関連する FEP を整理した方法は優れたアプローチで

ある。一方，サイトが特定されていない現段階において，長期の時間ス

ケールを対象とした地質環境の変動を発生の可能性も含めて定義するこ

とは困難であると考えられ，その意味で T4の取り扱いについては注意を

要する。例えば T3の定義として「放射性核種の移行が生じてから現在の

地質環境の特性が大きく変化しないと考えられるまでの期間」とあるが，

これに基づけば T4 は地質環境の変化を考慮する必要があると考えられ

る。一方，基本シナリオの評価においては，最大の線量が現れるまでの

評価期間で地質環境の特性が大きく変化しないことが前提として使われ

ている。基本シナリオにおける T4の考え方と地質環境の変化の取り扱い

をより明確にしたうえで，一貫性の観点から包括的技術報告書の第３章

における地質環境の長期変遷と整合を図りつつ，評価期間の時間枠とシ

ナリオ区分との関係について読み手が理解しやすい記述にすることを推

奨する。 

 

6.3.1 項（4）「T4：地質環境の特性に関する不確実性が増大する期間」に，

処分場閉鎖後のシステムとしてのふるまいに関する記述における T4 の考

え方を示している。ご指摘の点については，将来 10 万年を超えるような

長期にわたる発生の可能性が極めて小さい地質学的な事象について第 3章

の記述に整合させ，この時間スケールにおいては，発生の可能性はなお極

めて小さいものの，処分場近傍に火山・火成活動，断層活動による影響が

生ずる可能性がそれ以前の時間スケールに比して増加することを明記し

た。 

6-2 p.27 不確実性への対応 

包括的技術報告書の第２章で記述されている，シナリオ，モデル，デー

タの不確実性は，国内外の安全評価における不確実性の区分・定義と整

合的であり妥当である。一方，これを受け閉鎖後長期の安全評価では各

種の不確実性について適切に評価することが必要であることから，不確

実性に対する取り組み方針，具体的なアプローチ方法などについて丁寧

な説明が必要である。特に，基本シナリオを基軸とする各シナリオ区分

で取り扱う不確実性と，シナリオ／モデル／データの不確実性との対応

が分かりにくいため，安全評価で考慮すべき不確実性が十分包括的に評

価されていることが理解しにくい構造になっている。例えば，基本シナ

リオのデータ不確実性は，変動シナリオとしてシナリオ不確実性の形で

取り扱われている点などが挙げられる。このようなシナリオ・モデル・

データの不確実性とシナリオ区分の関係について，不確実性の影響が包

括的かつ合理的に評価されていることを読み手に分かりやすく示す記述

にすることが望まれる。 

 

ご指摘の点は，シナリオ，モデルおよびデータに関する不確実性と，これ

らを考慮した解析ケースとの対応が明確に記載されていないことに起因

していることから，6.1.5 項（2）「シナリオ区分と安全評価で用いるめやす

となる線量の設定」において，基本ケースで用いる評価モデルやデータセ

ットに対して合理的に想定される不確実性を考慮した解析ケースについ

ても，変動シナリオに対するめやすの線量に対し評価を行うことが適切で

あり，こうした解析ケースを変動ケースに含めて取り扱うことを明記し

た。 
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No. レビューコメント（左列はレビュー報告書のページ番号） 包括的技術報告書における対応 

6-3 p.27 ストーリーボード 

閉鎖後の処分システムの状態を，いくつかの時間枠と空間枠に着目し，

ストーリーボードを用いてその時間枠・空間枠における安全機能の変遷

や処分システムの状態設定を描出する手法は最新のシナリオ作成の方法

論と整合的であり妥当である。一方，安全評価の基本的手順が図示され

ているが，そこではストーリーボードがシナリオ作成の上位に位置付け

られるようにみえるため，シナリオが先験的に決められているような誤

解を与える可能性がある。ストーリーボードに描かれるシステムの状態

変遷は，本来要因分析や影響分析等を通じて明らかにされるものであり，

これらの検討に応じてストーリーボードの内容も更新されるはずであ

る。このような誤解が生じる懸念は，ストーリーボードの作成方法が明

確に示されていないこととも関係している。また，本文中においてもス

トーリーボードを構築し，これに基づきシナリオを導出する記述が散見

されることから，上記の誤解が生じないように配慮した説明にすること

が望まれる。 

以上のことを踏まえ，安全評価におけるストーリーボード導入の目的，

作成方法，利用方法，およびストーリーボードの位置づけをより明確に

するとともに，安全評価の基本的手順の流れ（特に，ストーリーボード

と要因分析・影響分析との関係）を示す図の妥当性について再検討する

ことを推奨する。 

 

ストーリーボードが地層処分システム全体のふるまいを俯瞰し，時間・空

間スケールに関する整合性を確認できるようにする表現方法であり，安全

機能についてより厳密に分析を行う要因分析や影響分析を先導し，これら

の分析も含めて安全評価シナリオを作成するための基盤とするものであ

ること（6.2.1 項「安全評価の基本的手順」に記述）をより明確にするため

に，シナリオの作成について説明した 6.3.2 項「シナリオの作成」から，

レビュー版にあった「シナリオの概観を与えるもの」といった曖昧な表現

を削除・修正した。また，こうした位置づけをより明確に示すため，安全

評価の基本的手順を示した図 6.2-1 を修正した。 

6-4 p.27 シナリオの作成 

図示された安全評価の基本的手順の説明において，要因分析，影響分析，

さらにはストーリーボードに基づきどのようにシナリオを選定するのか

が分かりにくいため，説明を追記しシナリオ選定に関するプロセスの透

明性の向上を図ることを推奨する。 

 

このご指摘も，No.6-3 のコメントと同様に，ストーリーボードの位置づけ

が不明瞭であったためであり，No.6-3 のとおり対応している。 
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No. レビューコメント（左列はレビュー報告書のページ番号） 包括的技術報告書における対応 

6-5 p.28 シナリオの作成 

シナリオ作成において従来型の FEP リスト（NUMO FEP リスト）を縮約

した統合 FEP リストを新たに導入したことは，これまでの多数の FEP リ

ストを用いた相関関係の整理における煩雑さの改善を図る一つの試みと

して的確なものであると評価する。例えば要因分析図において，NUMO 

FEP リストを用いるより統合 FEPリストを用いる方がよりシンプルに表

現できるなどのメリットがある。一方レビュー委員会は，その後のシナ

リオ作成において統合 FEP リストを用いる場合，網羅性の観点から不安

が残ることを指摘する。本来，NUMO FEP リストと統合 FEP リストは，

網羅性と実用性の観点から相互に補完する関係にあるべきであり，この

点について，今回新たに導入された FEP リストがどの程度有効かつ妥当

なものなのかについて，適用事例なども含めて補足することが望まれる。 

 

NUMO-FEP リストは，各国の安全評価に用いられている FEP を参照しつ

つ，NEA が網羅的に一般化を行った国際 FEP リストに基づき，日本の地

層処分について考慮すべきものを選定あるいは新たに付加して作成した

ものである。シナリオの作成にあたって重要となるのは安全機能の状態の

記述であり，各安全機能の状態を規定する変数（状態変数）を明らかにし

たうえで，状態変数に影響を与える要因となる FEP を NUMO-FEP リスト

から抽出することによって，シナリオ作成において考慮すべき FEP の網羅

性を確保している。NUMO-FEP リストで挙げている FEP には，それぞれ

の定義に基づいて種々のプロセスや事象が包含されており，こうしたプロ

セスや事象は複数の FEP にかかわっている。このため，プロセスや事象に

着目して整理し直した統合 FEP を使用することにより，安全機能と FEP

との関係性（要因分析）や関係性の内容の分析（影響分析）をより実効性

と追跡性を高めて実施することを可能としている。ここで，統合 FEP は，

NUMO-FEP と安全機能への関係性を維持するように作成していることか

ら，シナリオ作成において考慮すべき FEP は網羅されている。 

ご指摘を踏まえ，上述したような FEP の統合のプロセスが理解しやすいも

のとなるよう，同様な考え方を適用しているスイスのセーフティケースの

事例を参照するなど，6.3.2（2）の修正を行うとともに，付属書 6-5「FEP

のスクリーニングと統合」にその詳細を記載した。ここで述べた FEP の取

り扱いも含め，シナリオ作成に係る方法論については，追跡性と透明性の

向上という観点からさらに改良を行っていくことが重要であり，今後の課

題としても明記している。 

 

6-6 p.28 要因分析・影響分析 

要因分析や影響分析に基づき，どのようにシナリオが導出されるのかが

分かりにくいため，説明を追記することを推奨する。 

 

安全機能を規定する状態変数（例えば，緩衝材の間隙水水質）に対して，

統合 FEP に基づき状態変数の最も確からしい状態とシナリオで考慮すべ

き不確実性を分析し，これをシナリオとしてどう取り扱うか（基本シナリ

オ，変動シナリオで考慮する，しないなど）を設定しながら，基本シナリ

オや変動シナリオを導出している。この過程は，14種の安全機能ごとに影

響分析表として整理している。このような説明を記載した 6.3.2 項（2）（ii）

「安全機能への影響の分析とシナリオにおける取り扱い」において，影響

分析表とこれを用いた分析の手順がよりわかりやすくなるよう説明を追

記した。 
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No. レビューコメント（左列はレビュー報告書のページ番号） 包括的技術報告書における対応 

6-7 p.28 要因分析・影響分析 

要因分析において緩衝材を例に安全機能と状態変数が説明されている

が，要因分析はシナリオを導出する重要な検討項目であることから，例

示ではなく一覧として示すこと，さらに影響分析で対象とした現象の選

定根拠や，現象解析を通じたシナリオ導出までのプロセスを明確にする

ことを推奨する。 

 

科学技術の進歩や研究開発の成果を受けて内容を適宜更新していくため

の文書管理上の効率性や利便性を考慮して，包括的技術報告書は電子文書

としてまとめており，本編ではシナリオ作成の要素として要因分析や影響

分析の役割や方法を中心に述べ，ご指摘のような結果としての情報は，類

似の情報をできるだけまとめて付属書（付属書 6-6「シナリオ構築に用い

た状態変数関連図」，6-7 「状態変数に影響を及ぼす FEP の抽出（要因分

析図の作成）」，6-9 「安全機能への影響分析表」）に示すこととした。ハイ

パーリンクによって，本編の記述から関連する付属書には容易にアクセス

可能なため，必ずしも本編に一覧表を付す必要はないと考えているが，読

者にとってより利用しやすいものとなるよう文書の構成については引き

続き検討を行いたい。影響分析表については，シナリオ導出までのプロセ

スが明確に読み取れるように記載を拡充した。 

6-8 p.28 要因分析・影響分析 

建設・操業による地質環境の擾乱，回収可能性維持の影響，第５章で検

討されている建設・操業時における異常状態が長期安全性に与える影響

については，長期安全評価の初期条件に影響する可能性があるものの，

元の状態に回復するシナリオのみ設定されていることから，これらの根

拠についてより丁寧な説明を追記するとともに，第５章との関係につい

ても言及することを推奨する。 

 

建設・操業による地質環境の擾乱，回収可能性維持の影響によりもたらさ

れる処分場の状態については，6.3.1 項「処分場閉鎖後のシステムとしての

ふるまいに関する記述」の（1）「T1：処分場閉鎖から再冠水完了までの期

間」に付属書や参考文献を設定根拠として引用しつつ記載を修正した。 

これらについては，現時点ではサイトが特定されておらず，建設・操業・

閉鎖の方法も具体的に確定していないことから，上述のような状態を一般

的に想定しており，サイトが具体的に明らかになり，その条件に適合した

処分場の設計や建設・操業・閉鎖方法が提示されれば，モニタリング等に

よってそれらの地質環境や設置した人工バリアなどへの影響を把握し，そ

れに応じた状態を考えることとなることを本文に追記した。また，第 5章

で検討されている建設・操業時における異常状態が長期安全性に与える影

響については，同じく 6.3.1 項（1）において，サイトが具体的に明らかに

なれば，異常状態に対してとられる措置も含め，処分場閉鎖後の地質環境

への影響を考慮したうえで閉鎖後の状態を設定することを追記した。 
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No. レビューコメント（左列はレビュー報告書のページ番号） 包括的技術報告書における対応 

6-9 p.28 シナリオ区分 

一般的に，モデル，データの設定はシナリオに基づき行われることから，

基本シナリオにおけるモデル，データの不確実性は基本シナリオの範疇

で評価されると考えられるが，包括的技術報告書では，「変動シナリオは，

基本シナリオで設定した処分場の状態変遷および評価モデルやデータセ

ットに対し，科学的合理性に基づいて考慮すべき不確実性を反映して変

動を与えたもの」として，これらの不確実性が異なるシナリオ区分（変

動シナリオ）で取り扱われている。レビュー委員会は包括的技術報告書

の考え方に同意するが，この結果，どの不確実性がどのシナリオ区分で

取り扱われているかが分かりにくくなっている。このため，包括的技術

報告書で構築されたシナリオ群が考慮すべき不確実性を十分網羅してい

るかどうかを確認することが困難な構造になっている。一貫性の観点か

らシナリオ区分と各種不確実性の取扱いの関係について再整理し，必要

に応じて本文に説明を追加することを推奨する。 

 

No.6-2 のとおり，基本シナリオに対応した基本ケースで用いる評価モデル

やデータセットに対して合理的に想定される不確実性を考慮した解析ケ

ースについても，変動シナリオに対するめやすの線量に対し評価を行うこ

とが適切であることから，こうした解析ケースは変動ケースに含めて取り

扱うことを 6.1.5 項（2）「シナリオ区分と安全評価で用いるめやすとなる

線量の設定」に明記した。 

6-10 p.29 基本シナリオ 

基本シナリオの設定に関わる以下の点について，補足の説明や合理的な

根拠を追記することを推奨する。 

 建設・操業や回収可能性の維持により想定される擾乱が長期安全評価

の初期状態に有意な影響を与えないと仮定している点 

 

建設・操業による地質環境の擾乱や，回収可能性維持によりもたらされる

処分場の状態への影響が有意でないことの根拠について，6.3.1 項（1）「T1：

処分場閉鎖から再冠水完了までの期間」の記載を修正した。 

6-11 p.29 基本シナリオ 

基本シナリオの設定に関わる以下の点について，補足の説明や合理的な
根拠を追記することを推奨する。 

 力学プラグはセメントの溶脱が進み，いずれセメント成分が消失する

可能性が高いと想定しているにも係らず，透水層も含めてその影響を

無視できると仮定している点 

 

力学プラグやその背面に配置される透水層は局所的な構造であり，坑道周

辺の地下水の主要な移行経路となる EDZ の一部で高透水性の領域を形成

する可能性はあるが，地下水流動場への影響は限定的と考えている。この

ことを処分場の構成要素の最も確からしい状態に対する解析ケース上の

取り扱いを示した表 6.3-5および表 6.3-6 に追記した。 

6-12 p.29 基本シナリオ 

基本シナリオの設定に関わる以下の点について，補足の説明や合理的な
根拠を追記することを推奨する。 

 オーバーパックや PEMの腐食に伴い発生する水素ガスが安全機能に

有意な影響を与えないと仮定している点 

 

ご指摘の点については，付属書 6-8「影響分析に用いた現象解析」に根拠

を示しており，これを引用して，6.3.2 項（3）（i）（b）①「ニアフィール

ドスケール」に当該現象が安全機能に影響を与えないことを記載した。 
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6-13 p.29 基本シナリオ 

基本シナリオの設定に関わる以下の点について，補足の説明や合理的な
根拠を追記することを推奨する。 

 EDZの状態変遷は，支保によるセメントと緩衝材の相互作用，PEMに

よる鉄と緩衝材の相互作用，オーバーパックの腐食に伴う緩衝材との

応力相互作用など様々なプロセスが関係すると考えられるが長期に

わたり初期の状態を仮定している点 

 

ニアフィールドにおいて EDZ の状態に影響を及ぼすと考えられるプロセ

スを 6.3.1 項「処分場閉鎖後のシステムとしてのふるまいに関する記述」

の（2）「T2：再冠水完了から放射性核種の移行が生ずるまでの期間」に追

記した。さらに，これらのプロセスによる EDZ の状態の核種移行解析上

の取り扱いの考え方（EDZの大きさと透水性は，EDZの地下水流動の影響

が安全評価上保守的となるように設定し，時間的な変動は考慮しないこと

など）について，根拠情報とともに表 6.3-4～表 6.3-6に明記した。 

これらのプロセスによりもたらされる EDZ の状態を設定するための現象

解析とこれを用いた安全評価の信頼性向上の必要性は認識しており，6.6.2

項「信頼性向上に向けた取り組み」の「（1）地層処分システムの状態設定

のための現象解析モデルの高度化」において，（vi）現象解析モデルの統合

化技術の構築を今後の課題として示している。 

6-14 p.29 基本シナリオ 

基本シナリオの設定に関わる以下の点について，補足の説明や合理的な
根拠を追記することを推奨する。 

 基本シナリオにおける隆起・侵食の取り扱い（特に T4において隆起・

侵食の影響を考慮しなかった点） 

 

6.3.2 項（3）（i）「基本シナリオの記述」の（d）「T4：地質環境の特性に関

する不確実性が増大する期間」において，隆起・侵食により，『長い期間

のうちには地下施設の深度が減少し生活圏までの核種移行経路が短くな

る可能性があるものの，「好ましい特性が確認できる可能性が相対的に高

い地域」を対象とした場合，4.3 節で示している設計深度では，隆起・侵

食速度に関して想定される不確実性を考慮にいれても，処分場閉鎖から

100 万年後程度において核種移行挙動に影響を与えるような母岩の THMC

状態変化が生じるような深度の減少は生じないと考えられる』ことを記載

した。 

6-15 p.29 変動シナリオ 

変動シナリオの導出において，処分システムの構成要素ごとに不確実性

因子が整理されているが，これが安全機能に与える影響が分かりにくい

構造になっているため，説明を追記することを推奨する。 

 

6.3.2 項（3）（ii）「変動シナリオの記述」において，構成要素に関する不確

実性の解析ケース上の取り扱い（表 6.3-8～表 6.3-9）について記載を拡充

するなど，各変動シナリオで考慮した構成要素の不確実性がわかりやすく

読み取れるよう説明を追記した。 
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6-16 p.29 変動シナリオ 

変動ケースを組み合わせたケースは，発生の可能性が極めて小さいこと

から想定しないとあるが，プロセスによっては関連性を完全に否定でき

ないものも存在する（例えば，オーバーパックの腐食生成物によるガラ

ス溶解速度と緩衝材収着性能への影響）。基本シナリオでは考慮されない

ものの変動シナリオとして考慮すべきシナリオが，包括的技術報告書に

示されているシナリオで十分に包括的なものとなっていることについて

再度確認し，説明の拡充を図ることを推奨する。 

 

変動ケースを組み合わせたケースについては，その可能性を否定するから

ではなく，組み合わせ自体が極めて可能性が小さいものであり，合理的に

考えられる不確実性を考慮するという変動シナリオの範疇を超えるもの

であるという考え方に基づいて取り扱わないとしている。このことが明確

にわかるよう，6.3.3 項（2）「変動ケースの設定」の記述を拡充した。 

このことに関連して，7.3.2項（1）「評価基盤にかかわる不確実性への対処」

（iii）「安全性の評価における不確実性への対処」において，変動ケースの

パラメータ設定にかかわる考え方の合理性の確認について追記した。具体

的には，第 6章で示した核種移行解析において取り扱っているパラメータ

の変動範囲を網羅したより広い変動範囲を想定し，この範囲からパラメー

タ間の相関は考慮せずにランダムに選定したパラメータの値を組み合わ

せた多数の線量評価計算を行い，この結果，めやす値である 300 μSv/y を

超えるのは，いずれも現実的には考えにくいパラメータ値を与えた場合で

あることを確認している。この解析には，各変動ケースにおいて取り扱っ

ている不確実性を組み合わせたケースも含まれており，これらについても

すべて 300 μSv/y を超えていないことから，冒頭で述べたケース設定の考

え方は受け入れられるものであることを示した。これらの計算結果の詳細

については，各検討対象母岩の核種移行解析結果をまとめた付属書 6-24，

6-25，6-26に示した。 

6-17 p.29 変動シナリオ 

変動シナリオに対応する解析ケースの取り扱いを一覧表に示している

が，その表において，「考慮しない」，「基本ケースに含める」などとした

不確実性については，追跡性・透明性の観点からその根拠となる付属書

等を引用することを推奨する。 

 

表 6.3-8 および表 6.3-9 中の「核種移行解析上の取り扱い」に，取り扱いの

根拠の参照先を明示した。 

6-18 p.29 稀頻度事象シナリオ 

稀頻度事象シナリオは，システムの頑健性を評価するための発生可能性

が極めて低い事象を考慮したシナリオ，との説明があるが，稀頻度事象

シナリオで対象とする事象に関する取捨選択の基準が曖昧であることか

ら，これを明確にすることを推奨する。 

 

6.3.2 項（3）（iii）「稀頻度事象シナリオの記述」に稀頻度事象シナリオで

対象とする事象が変動シナリオにおいて想定する必要がないほど発生可

能性が極めて小さいと考えられるものであることの理由に関する記述を

拡充した。 
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6-19 p.29 稀頻度事象シナリオ 

中深度処分における最新の規制基準の議論では，稀頻度事象シナリオの

カテゴリーが設定されておらず基本シナリオ以外はすべて変動シナリオ

として取り扱われていることから，地層処分にも何らかの影響を及ぼす

ことが考えられる。地層処分ではより長期の評価時間が対象になること

を踏まえると，稀頻度の外部事象について何らかの評価が必要であるこ

とは明白であることから，変動シナリオとの差別化を明確にし，誤解の

ないように説明することが望まれる。 

 

No.6-18 のとおり，稀頻度事象シナリオで対象とする事象が，変動シナリ

オにおいて想定する必要がないほど発生可能性が極めて小さいと考えら

れるものであることの理由に関する記述を拡充した。 

6-20 p.30 核種移行解析モデル 

第２次取りまとめや第２次 TRU レポートのモデル体系と異なる点につ

いては，より丁寧な説明が必要である。特に，場の不均質性の取り扱い，

基本解の利用，一次元モデルへの簡略化，異なるスケールの接続などに

関して，設定の考え方や具体的なプロセスなどを明確に記述するととも

に，安全評価の解析に関する全体フローを追加することを推奨する。 

 

ご指摘の点は，6.4.1項「基本ケースに対する核種移行解析と線量評価結果」

の（1）「空間スケールに応じた核種移行解析から線量算出までのアプロー

チ」～（5）「広域スケールのモデル構築とデータセット設定」において記

載しているが，よりわかりやすくするという観点で，特に包括的技術報告

書の核種移行解析の特徴となっているニアフィールド核種移行解析モデ

ルの構築に関するフロー図（図 6.4-3）を追加するとともに，Partridge を用

いたランダムウォーク粒子追跡解析などを中心に，説明を拡充した。 

6-21 p.30 核種移行解析モデル 

人工バリア中の核種移行とニアフィールド中（人工バリア周辺の母岩中）

の核種移行が同一のニアフィールドスケールでモデル化されているた

め，人工バリア（廃棄体，容器，緩衝材）領域に閉じこめられている核

種の量とニアフィールド地質環境あるいはパネルスケール中を移行して

いる核種の量が区別できない。比較的短寿命の放射性核種の大部分が人

工バリア内で減衰することを示すためにも，空間スケールの最小単位は

人工バリア領域として，人工バリア領域からニアフィールドスケールへ

の移行を「放出項」として明示することを推奨する。 

 

包括的技術報告書では，処分場の設計をより忠実に反映して核種移行解析

を行うため，人工バリアや地下施設と周辺母岩を一体化して取り扱うモデ

ルを開発している。このため，人工バリア領域というスケールは設けてい

ないが，ご指摘の点については，人工バリア領域（EDZとの境界面までの

領域を考慮），ニアフィールドスケール領域，および処分場スケール領域

から，それぞれの外側の領域への核種移行率を算出し，その結果を各検討

対象母岩に対する核種移行解析結果をまとめた付属書 6-24，6-25，6-26に

示した。 

6-22 p.30 核種移行解析モデル 

粒子追跡解析やマルチチャンネルモデルを用いた核種移行解析モデルに

関して，信頼性向上の観点から以下の点について説明等を追記すること

が望まれる 

 粒子追跡解析結果に基づき核種移行解析を行うまでのプロセス（透水

量係数の最適化プロセスを含む） 

 

ご指摘の点は，6.4.1 項（2）（iv）「簡略化した核種移行解析モデルの作成」

に，粒子追跡解析の結果に基づく核種移行解析のための簡略化モデルの作

成に関する一連のプロセスとして，より丁寧に記述した。 
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6-23 p.30 核種移行解析モデル 

粒子追跡解析やマルチチャンネルモデルを用いた核種移行解析モデルに

関して，信頼性向上の観点から以下の点について説明等を追記すること

が望まれる。 

 新第三紀堆積岩に対して設定されている物質移行の現象モデル（割れ

目と基質での核種移行，相互の媒体間の拡散）の検証事例 

 

包括的技術報告書の検討条件においては，結果として無視できるものであ

ったが，新第三紀堆積岩類では一般に基質部の透水性は他の検討対象母岩

に比して高いと考えられ，基質部における移流・分散による核種移行プロ

セスを考慮できるようにモデル化を行っておくことは重要と考えられる。

現時点では，こうしたモデルの適用の妥当性を検証するような実例はない

が，サイトが明らかになった後には，その地質環境条件によっては，処分

場の建設を想定する母岩を用いた室内試験や原位置試験データに基づい

て，こうした移行プロセスを考慮する必要があるかどうかを検討し適切に

モデル化を行うことが必要であることを 6.4.1 項（2）（iv）（e）「簡略化モ

デルによる Partridge の解析結果の近似」に追記した。 

6-24 p.30 核種移行解析モデル 

粒子追跡解析やマルチチャンネルモデルを用いた核種移行解析モデルに

関して，信頼性向上の観点から以下の点について説明等を追記すること

が望まれる。 

 マルチチャンネルモデルによる核種移行モデルの簡略化の目的（計算

負荷低減，保守性の担保など） 

 

6.4.1 項（2）（iv）（e）「簡略化モデルによる Partridge の解析結果の近似」

において，簡略化は，できるだけ設計の特徴を反映し，保守性を確保しつ

つ，計算負荷を低減し合理的な計算時間で，多岐にわたる解析ケースに対

して安全評価上重要な多数の核種すべてについて移行解析を可能とする

ことが目的であることを，記述を拡充してより明示的に示した。 

6-25 p.30 核種移行解析モデル 

粒子追跡解析やマルチチャンネルモデルを用いた核種移行解析モデルに

関して，信頼性向上の観点から以下の点について説明等を追記すること

が望まれる。 

 等価多孔質モデルを適用して得られた圧力水頭の情報を割れ目ネッ

トワークへ引き渡す際，求められる流速（透水量係数）が割れ目ネッ

トワークのみによって求めた場合よりも小さくなることについての

説明 

 

6.4.1 項（2）（iv）（b）「Partridge を用いた粒子追跡解析」にご指摘の点を

追記し，本報告書における条件で，検討対象母岩を等価多孔質媒体モデル

と割れ目ネットワークモデルそれぞれでモデル化し，両者の粒子追跡解析

により得られた粒子の破過曲線を比較した結果，それらが概ね一致するこ

とから，多孔質媒体モデルによって，割れ目ネットワークモデルでの物質

移行解析に対する水理学的条件を与えることが可能であることを確認し

ていることを示した。詳細は付属書 6-14に記述し，これを参照している。 

6-26 p.30 核種移行解析モデル 

核種移行解析モデルに関わる以下の点について説明等を追記することが

望まれる。 

 ガラスの溶解における「移行率」の定義 

 

レビュー版の表 6.3-5（高レベル放射性廃棄物処分場の基本・変動シナリオ

に対応する核種移行挙動の解析ケース上の取り扱い）において，核種移行

解析上の取り扱いの考え方として記載していた「核種の浸出を移行率で表

現する。」，「ガラスの溶解速度に応じた核種の移行率を設定する。」の箇所

を，改訂後（2021年 2月 24 日公表版）の表 6.3-4において，核種移行の起

点と終点がわかるように「核種の溶出による地下水への移行率はガラスの

地下水に対する溶出速度に基づいて設定する。」と修正した。 
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6-27 p.30 核種移行解析モデル 

核種移行解析モデルに関わる以下の点について説明等を追記することが
望まれる。 

 EDZ内の核種の移行プロセス 

 

表 6.3-4 の核種移行解析上の取り扱いの考え方において「EDZ は多孔質媒

体として取り扱い，この領域内では核種が地下水と瞬時に混合する。」，

「EDZ内の核種は移流によって母岩に移行するものとする。」と追記した。

また，付属書 6-13「核種移行解析モデル」にも EDZ 内の核種の移行プロ

セスを記載した。 

6-28 p.30 核種移行解析モデル 

核種移行解析モデルに関わる以下の点について説明等を追記することが
望まれる。 

 全ての岩種に平行平板モデルを仮定したことと，第３章に示されてい

る深成岩類，新第三紀堆積岩類，先新第三紀堆積岩類のそれぞれの検

討対象母岩を対象に構築された微細透水構造概念モデルとの関係 

 

母岩は，微細透水構造概念モデルに基づき，割れ目を平行平板でモデル化

し，微細透水構造におけるマトリクス拡散に影響する特徴をマトリクス拡

散寄与面積率とマトリクス拡散深さという二つのパラメータで表現する

ことについて，6.4.1 項（2）（iii）（b）に明記している。また，6.4.1 項（2）

（v）（b）に深成岩類，新第三紀堆積岩類，先新第三紀堆積岩類のそれぞ

れの検討対象母岩の微細透水構造モデルの特徴に応じた，各パラメータへ

の値の設定の考え方を示している。地質環境調査の結果を踏まえて微細透

水構造概念モデルをより現実的にモデル化し，割れ目の微細透水構造が核

種移行プロセスに与える影響を検討することは今後の課題としている。 
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6-29 p.30 核種移行解析モデル 

広域スケールモデルにおいて，断層の移行抵抗を無視することが隆起・

侵食による地下施設の深度や断層・割れ目の長さの変化の長期間にわた

る不確実性に対して安全評価を頑健なものとするとあるが，隆起・侵食

により処分場が地表接近することを想定すると，処分場周辺の化学環境

の変化，地下水流量の増加に伴う人工バリア中の核種移行促進，さらに

は汚染土壌の削剥による被ばくなどが生じ，上記設定よりも明らかに線

量が高くなることから，再検討が必要である。 

 

第 2 章 2.2.5 項「本報告書における地層処分に適した地質環境の選定およ

びモデル化に関するアプローチ」に記載のとおり，包括的技術報告書では，

適切なサイト選定によって処分場を設置する地下深部の検討対象母岩は

隆起・侵食の影響が及ばない十分な深度にあり，地層処分の観点から好ま

しい地質環境特性が長期にわたって維持されるものとし，このような地下

深部の検討対象母岩を対象として地質環境モデルを構築している。このよ

うな検討アプローチを受けて，6.3.2 項（3）（i）「基本シナリオの記述」（d）

「T4：地質環境の特性に関する不確実性が増大する期間」において，4.3

節で示している設計深度では，隆起・侵食速度に関して想定される不確実

性を考慮にいれても処分場閉鎖から 100万年後程度において核種移行挙動

に影響を与えるような母岩の THMC 状態変化が生じるような深度の減少

は生じないと考えられることを記載している（No.6-14 参照）。こうした包

括的技術報告書における検討条件のもとでは，広域スケールにおける大規

模な断層長さの変化の不確実性に着目した核種移行モデルの設定は有効

と考えられる。 

実際のサイトにおいては，その条件によっては，ご指摘のとおり隆起・侵

食にともなう処分場周辺のさまざまな状態変化を考慮する必要が生ずる

可能性もあるが，サイトに応じた隆起・侵食プロセスを十分に理解したう

えで，深度の設定を行うといった設計上の対応や，今後規制基準によって

明らかにされると考えられる安全評価の評価期間等を考慮し，安全評価シ

ナリオを作成するなかで，こうした可能性を検討する必要がある。 

6-30 p.31 生活圏評価モデル 

付属書で説明されている生活圏評価の基本条件（評価目的，評価指標，

評価の考え方，処分システム，サイト条件，ソースタームおよび GBI，

評価期間，社会など），コンパートメントの設定に関する考え方や線量へ

の換算係数の導出プロセスについては，生活圏評価を構成する中核的な

情報として位置付けられるため，本文で記述することを推奨する。 

 

ご指摘に沿って，生活圏評価の基本条件に関しては，6.4.1 項（6）「生活圏

モデルとデータセットの設定」に気候変動や GBI のバリエーションの取り

扱いについて追記した。また，コンパートメントモデルの設定や線量への

換算係数の導出プロセスについては，6.4.1 項（6）にその考え方を追記し

て説明を拡充した。詳細についてはそれぞれ付属書に記述し，それを参照

している。 
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6-31 p.31 評価対象核種と放射能インベントリ 

評価対象核種を選定する際，諸外国の選定事例を根拠としているが，本

来，我が国の廃棄物の発生源とストリームを踏まえた合理的な説明が必

要であり，またインベントリ算出のための計算条件を追跡可能な形で記

述することが必要である。インベントリは核種生成・崩壊計算コードで

求められるが，これらが再処理工程等でどのような割合でどのストリー

ムに分布するかを根拠とともに示すことが必要である。これらは付属書

で説明されているが，特に I-129 や Cl-36 など，その分布について大きな

保守的仮定がなされているものについては，これらの設定が評価結果に

他と比較して大きな寄与をしているため，本文で記述することを推奨す

る。 

 

6.1.2 項（2）「評価対象核種と放射能インベントリ」に再処理工程を反映し

た放射能インベントリ設定方法について追記した。また，再処理工程にお

ける核種の分布の設定根拠については付属書 2-3 を修正し詳細に記載して

いる。より現実的なインベントリの設定については，今後取り組むべき重

要な課題であり，廃棄物発生者とも協力して対応していく計画である。 

6-32 

 

p.31 核種移行データ 

基本シナリオの緩衝材の透水性や（一部元素の）拡散係数の設定におい

て，いずれも保守的であることを理由に大きな値が設定されているが，

パラメータの保守性の程度はシナリオに依存するので，基本シナリオで

すでに保守的な値を設定しているパラメータについては，変動シナリオ

での取り扱いについて丁寧な説明が必要である。 

 

ご指摘の点については，6.4.2 項（1）「核種解析モデルとデータセット」に

おいて，設定の考え方を記載した付属書（付属書 6-13，6-17，6-19～6-22）

を参照先として示した。 

6-33 p.31 マルチチャンネルモデルのデータ 

核種移行解析では，三次元のパーティクルトラッキングから求められる

物質移行解析の結果に基づき，一次元のマルチチャンネルモデルで近似

する手法が用いられているが，各チャンネルに与える透水量係数の算出

方法の説明と透水量係数データが本文にも付属書にもない。核種移行解

析の追跡可能性の観点からこれらの情報を追加することを推奨する。 

 

各チャンネルに与える透水量係数の算出方法は付属書 6-13 に記載し，6.4.1

項（2）（iv）（d）「簡略化した母岩中の核種移行解析モデル」の中でこれを

参照した。また，各チャンネルの透水量係数のデータは，付属書 6-13 に記

載し，6.4.1 項（2）（v）「ニアフィールドスケールの核種移行に関するデー

タセット」の中でこれを参照した。 

6-34 p.32 解析結果 

人工バリアの性能を定量的に示すために，線量評価結果において人工バ

リア（緩衝材）外側への移行率（Bq/y）（またはこれを生活圏における線

量への換算係数を用いて換算した値）を併記することを推奨する。 

 

No.6-21 に記載のとおり，人工バリア領域（EDZ との境界面までの領域を

考慮），ニアフィールドスケール領域，および処分場スケール領域から，

それぞれの外側の領域への核種移行率を算出し，その結果を各検討対象母

岩に対する核種移行解析結果をまとめた付属書 6-24，6-25，6-26 に示した。 
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6-35 p.32 解析結果 

Np-237の子孫核種であるＵ-233が堆積岩間隙水中の高い炭酸濃度による

錯生成のため比較的高い線量を与える結果となっているが，これは移行

経路のすべてにおいて高い炭酸濃度が維持されると仮定した結果であ

り，この程度の炭酸濃度の地質環境であっても計算上 10 μSv/y以下の無

視しうる程度の線量しかもたらされないことを説明しておくことを推奨

する。 

 

ご指摘を踏まえて，6.4.1 項（7）（iii）「基本ケースに対する線量評価結果

のまとめ」に「本書においては，処分場スケールで設定した炭酸化学種濃

度の高い地下水が広域スケールまで広く分布していると仮定しているが，

サイトが特定された後には，調査データに基づいてニアフィールドスケー

ルから広域スケールまでの水質の空間分布をより現実的に与えることが

可能であり，こうした仮定は過度に保守的である可能性があることに留意

が必要である。」と追記した。 

6-36 p.32 解析結果 

稀頻度事象シナリオについての解析結果が１～20 mSv以下になったこと

から，“安全確保について頑健性がある”と説明されているが，これは誤

解を招く可能性がある。例えば，火山が処分場に直撃しても安全性が確

保されると曲解され，解析全体の信頼性について疑念を抱かせる可能性

すらある。頑健性の意味をより明確にするとともに，ここで対象として

いる事象はサイト選定で回避することが大前提であり，発生可能性は極

めて低いものの，あえてそれを想定した解析であること，比較基準とし

た線量めやす値は影響の大きさに発生可能性の重みづけを含めた事業者

としての目標値であること，長期にわたって稀頻度事象の影響を最小化

すべく今後も頑健なシステム構築に向けて努めること，などの点につい

て，丁寧な説明が必要である。これは人間侵入の結果のまとめのところ

でも同じことが言える。 

 

ご指摘の点がより明確に伝わるようにするため，6.4.3 項（3）「稀頻度事象

シナリオに対する解析ケースの線量評価結果のまとめ」において，以下の

内容を追記した。 

 処分場に直接的な影響を与えるような新規火山の発生や断層の急激な伸

展という極めて可能性の低い事象を対象として被ばくプロセスの様式化

を行い，極めて保守的に線量を解析評価した結果，評価で得られた値は

著しい放射線学的影響がないことを確認するために設定しためやすを下

回る。 

 このことは，適切なサイト選定と地下施設の設計を行うことにより，こ

れらの稀頻度事象が仮に生じたとしても，処分場による長期間の安全性

の確保において求められるレベルが達成できないということを示してい

るということではない。 

6-37 p.32 既往の安全評価との比較 

包括的技術報告書で示された線量評価結果は，これら基盤となった既往

の結果に比べて明らかな相違が見られる。特に，ガラス固化体を対象と

した基本シナリオに対する線量評価では，第２次取りまとめにおける支

配核種が Cs-135 であるのに対し，包括的技術報告書では，Se-79（深成岩），

I-129（新第三紀堆積岩 低 Cl－濃度地下水），U-233（新第三紀堆積岩 高

Cl－濃度地下水）といった核種が支配的となっていることは特筆すべき相

違である。また，いずれの場合の基本シナリオについても線量の最大値

の現れる時期についても違いがみられる。レビュー委員会は，既往の安

全評価との相違点について，これらの相違が何に起因しているのかを分

析し，既往の評価からの変更点や関連する不確実性について整理するこ

とを推奨する。 

 

第 7章 7.2.2 項（2）（iii）において，安全評価の作業過程が適切に実施され，

結果として計算される線量が信頼のおけるものであることを確認するた

めの一つの方法として，「他の安全評価結果との比較」に関する記載を追

加し，この記述の中で包括的技術報告書と第２次取りまとめの線量評価結

果の比較について概要を示した。詳細については付属書 6-24，6-25，6-26

を参照した。この検討において，第２次取りまとめおよび第 2 次 TRU レ

ポートにおけるレファレンスケースと，包括的技術報告書の深成岩類，新

第三紀堆積岩類および先新第三紀堆積岩類を対象とした基本ケースの安

全評価結果の違いが，設定した地質環境条件や安全評価のシナリオ，モデ

ル，データセットの違いによって説明できることを示している。 
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6-38 p.33 段階的なサイト選定に向けた安全評価 

包括的技術報告書はセーフティケースの基本形として位置付けられてお

り，サイトが特定されていない現状に基づいて，地質環境の調査・評価，

処分場の設計，安全評価の見通しが議論されている。今後サイトが特定

されれば，包括的技術報告書に示された基盤情報や評価技術を用いて安

全評価を進めることになるが，段階的な調査によって詳細化される情報

に応じてどのように安全評価を進めるのか，各調査段階で得られる情報

の質，量，不確実性の大きさなどを踏まえどの程度の安全評価が達成可

能なのか，地質環境調査や工学設計と連携しどのように安全性の最適化

を図っていくのか，などについては今後更なる検討が必要である。 

また，包括的技術報告書に示された線量評価結果は，現時点で利用可能

な情報に基づき，いずれのシナリオも線量めやす値を下回る結果となっ

ている。このことから，現時点で地層処分の安全性を覆すプロセスや自

然現象が存在する可能性は極めて低いと考えられるが，この評価結果を

拠り所として地層処分の安全性の論証が成立した訳ではなく，むしろ今

後のセーフティケースの信頼性向上に向け，さらに強化すべき安全機能

に関する理解を深め，安全性に寄与するプロセスやパラメータを特定し，

不確実性の低減・最小化に向けた課題を明らかにする必要がある。 

以上の点を整理し，今後のサイト選定における安全評価の役割を踏まえ，

安全評価のコアメッセージをより明確に記述することを推奨する。 

 

ご指摘のとおり，段階的な調査によって詳細化される情報に応じてどのよ

うに安全評価を進めるのか，各調査段階で得られる情報の質，量，不確実

性の大きさなどを踏まえてどの程度の安全評価が達成可能なのか，地質環

境調査や工学設計と連携しどのように安全性の最適化を図っていくのか，

などについては今後更なる検討が必要である。この点については，第 7 章

7.4 節「セーフティケースに関する今後の展望」に事業を通じたセーフテ

ィケースの構築に関する今後の展望を述べた。今後，包括的技術報告書で

示したジェネリックな観点でセーフティケースの技術基盤の信頼性を高

めていくとともに，サイトが明らかになれば，そのサイトの特徴を踏まえ

てサイトスペシフィックなセーフティケースについて具体的な検討を進

めていく。 

サイト選定における安全評価の役割については，ご指摘を踏まえ，6.6.2 項

「信頼性の向上に向けた取り組み」において，「処分場の安全性を示すこ

とに加えて，様々な不確実性に対してより頑健な処分場を構築するため

に，地質環境調査への要求事項の抽出や処分場設計の改良点の明確化に資

すること」を追記した。 
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7-1 p.36 現段階でのセーフティケースとしての信頼性 

地層処分に関連した専門家間でも異なる解釈をする論点に「長期」とい

う言葉がある。「将来 10 万年程度を超えるような長期」という時間スケ

ールがイメージしやすい記述がある一方で，「閉鎖後長期」,「長期間に

わたり」,「地質環境の長期的な変化」など，時間スケールが漠然として

いる記述も多い。包括的技術報告書の一貫性の観点から，他の章と整合

性を図りつつ，「長期」とはどの程度の期間スケールであるのかを読み手

が理解しやすい記述とすることが望まれる。 

 

地層処分で考慮する時間スケールの一般的な考え方については，第 2 章

2.1.2項（3）「安全機能を考慮する時間スケール」において述べている。ご

指摘を踏まえ，各章においては，読者が理解しやすいよう文脈に応じて「数

万年以上の長期」のように時間スケールについて適宜追記した（No.3-7 参

照）。 
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7-2 p.36 現段階でのセーフティケースとしての信頼性 

包括的技術報告書は地質環境モデルへの情報統合化技術の整備について

も言及している。そこでは，地質環境調査において調査・評価のプロセ

スを繰り返すことで，断層や割れ目の存在など空間的に不均質な特性の

分布の理解に関わる不確実性が段階的に減少することが確認されている

との記述がある。このような段階的に減少できる不確実性は，セーフテ

ィケースの信頼性向上においても重要なものであり，より高次の視点か

らの丁寧な記述を推奨する。 

 

「段階的なサイト選定において，地質環境情報の詳細化や，これに応じた

処分場の設計と適用する工学技術の具体化などを通じて不確実性の定量

化と低減を図りつつ，それでも残る不確実性については保守性を考慮した

安全評価を行うことで考慮する」，「これらの対応の結果は各段階のセーフ

ティケースにおいて統合するとともに，次の調査計画や技術開発計画など

に反映し，段階的に不確実性の低減を図る」といった基本的な対応方針を，

第 2 章 2.5.1 項「不確実性への対処」に記述している。セーフティケース

の信頼性向上の観点からより丁寧に説明を行うべきとのご指摘を踏まえ

て，7.3.2 項（2）「不確実性への対処に関する信頼性」において，以下のよ

うな内容を追記した。 

 サイト調査の段階においては，地質環境の調査・評価により取得した情

報の種類や量，地質環境の理解度，不確実性の種類，要因や程度などを

把握し，不確実性に関連性の高い地質環境に係る因子（例えば，断層の

空間分布や水理学的特性など）を抽出するとともに，この不確実性に係

る情報を地質環境モデルおよびデータセットと併せて，処分場の設計お

よび安全評価に提供すること 

 処分場の設計および安全評価の検討結果に基づき，処分施設の工学的実

現性および安全性に大きな影響を及ぼすと考えられる地質環境に係る因

子を特定し，これらにかかわる不確実性の低減などの観点から，次の段

階における調査・評価の対象とその優先順位を明確にすること 

 こうした不確実性の低減に向けた統合化や相互連携の作業を円滑に進め

るため，技術開発マネジメント，要件および知識のマネジメント，人材

育成，セーフティケースに関するステークホルダーとのコミュニケーシ

ョンといったマネジメントの枠組みや方法をセーフティケースにおいて

提示し，実践していくこと 
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7-3 p.36 現段階でのセーフティケースとしての信頼性 

セーフティケースの信頼性を示すうえで，NUMO は，サイトの適格性を

判断するための基準として，法定要件および科学的特性の提示に係る要

件・基準などを参照し，概要調査地区の選定に際して「適格性を判断す

るための基準となる考慮事項」を提示している。この考え方は重要な部

分と考えられ，参照先のどこに該当するのかをより明瞭に記述すること

を推奨する。 

 

NUMO は，概要調査地区の選定に向けて適格性を判断するための基準とな

る「概要調査地区選定上の考慮事項」を 2004年に提示したが，「地層処分

に関する地域の科学的な特性の提示に係る要件・基準の検討結果（地層処

分技術 WG とりまとめ）」およびこれに基づいた科学的特性マップが 2017

年に公表されたことから，NUMO は「概要調査地区選定上の考慮事項」を

見直し，文献調査の進め方の概要を取りまとめた「地層処分に関する文献

調査について」を包括的技術報告書レビュー版公表以降の 2020 年に公表

した。概要調査地区の候補の検討は，この「地層処分に関する文献調査に

ついて」や「地層処分に関する地域の科学的な特性の提示に係る要件・基

準の検討結果（地層処分技術 WG とりまとめ）」に示された考え方などに

基づいて進めることを第 2章 2.1.3 項に記載した。 

7-4 p.37 現段階でのセーフティケースとしての信頼性 

NUMOはセーフティケースの信頼性の観点から回収可能性についての考

え方を明確に述べることが望まれる。 

 

百年程度の事業期間において，科学技術の進歩による新たな知識の利用可

能性とともに，わが国においては安全規制の具体化やステークホルダーか

らの要求といった社会的要因などの事業を取りまく環境の変化が想定さ

れ，こうした環境の変化に応じて適切にセーフティケースを構築し，その

信頼性を高めていくことができるような持続性のある仕組みを用意して

おくことが重要である。この観点から，事業の可逆性を確保することは重

要であり，その具体化のための技術的な対応策の一つである第 4 章 4.7 節

に示した回収可能性を支える技術開発の意味について，7.3.3 項（3）「事業

の進展において想定される環境変化への対処」に追記した。 
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7-5 p.37 現段階でのセーフティケースとしての信頼性 

線量評価を補完する濃度，時間，フラックスなどの補完的指標を用いる

場合には，その意味や有効性を確認するとともに，濃度やフラックスを

用いる場合には生活圏での関連パラメータとの関係についても丁寧に言

及することが望まれる。 

 

線量を指標とした安全評価において必要となる将来の人間の生活様式や

地表環境にかかわる不確実性は極めて大きいため，これらによらない他の

指標を用いて地層処分システムの性能を示すことによって，閉鎖後長期の

処分場の安全性に関する頑健性を高めることを 7.2.2項（2）（i）「補完的指

標による安全性の検討」に追記した。このなかで，安全評価で行った核種

移行解析の結果（第 6 章 6.4.1 項）に基づいて，処分場に埋設した全廃棄

体が有する放射能や対応する潜在的放射性毒性が，時間の経過に応じて処

分場内（パネルスケール領域）や近傍の母岩を含めた領域（処分場スケー

ル領域）にどの程度残存しているかを示すことによって，処分場の閉じ込

め能力を示している。また，処分場スケールの外側の領域に移行した放射

性物質がすべて地表の河川に直接流入するものと仮定した場合に河川中

の潜在的放射性毒性がどの程度になるかを示すことによって，処分場に埋

設した放射性物質による潜在的な危険性を論じている。 

以上に述べた放射能や潜在的放射性毒性といった指標は，諸外国のセーフ

ティケースで用いられている補完的指標を整理し，その中から包括的技術

報告書において検討した処分場の安全性に関して，説明性の向上に有効と

考えられるものとして選定している。この過程については付属書 7-1 に記

述している。 

7-6 p.37 サイト特定後のセーフティケースの基本形としての妥当性 

包括的技術報告書は，変動帯に位置するわが国の地質環境特性が時間的

な変化を伴うことから，そのモデル化技術の整備が課題となっており，

今後，地質環境特性の長期変遷のモデル化技術の信頼性向上を図るとし

ている。さらに，先新第三紀堆積岩類についての情報量が多いとは言え

ないことも指摘している。したがって，基本的な技術が整備されている

とするまとめにおいては，これら課題を踏まえた記述を推奨する。 

 

ご指摘の点については，レビュー版 7.1.1項（4）や 7.6 節などの「まとめ」

において，地層処分技術の信頼性向上に向けた技術課題の抽出とそれに取

り組むための技術開発のマネジメントの仕組みを明らかにしていること

も含めて，「次段階に進むために必要な技術は基本的に整備されている」

と記載していたが，技術開発が完了したかのような誤解を与える表現であ

ったため，「技術は最新の科学技術的知見を反映して整備されるとともに，

今後取り組むべき課題が明らかにされている」といった表現に改めた。 
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7-7 p.37 サイト特定後のセーフティケースの基本形としての妥当性 

NUMOは包括的技術報告書において今後の信頼性向上に取り組むべき課

題を案として整理している。それぞれの課題がどのサイト調査段階まで

にクリアされているべきか，あるいはそうでないかを示した方がより目

的や目標が明確になると考える。このことは，セーフティケースの更新

をどのタイミングで行っていく必要があるかとも繋がっている。レビュ

ー委員会は，まとめにおいて「セーフティケースに含めるべき項目が明

確になっている」との記述には現状において飛躍があることも指摘する。 

 

包括的技術報告書において整理した技術課題がサイト調査の各段階まで

に達成されるべきと考えられる目標を与えるものとして，7.4.1項（1）「サ

イトに固有のセーフティケースの開発」において，サイト調査の各段階に

対して予見されるセーフティケースの作成と継続的な信頼性の向上に関

する作業内容を提示した。また，技術課題に対する具体的な研究開発計画

については，地層処分研究開発調整会議によって策定された「地層処分研

究開発に関する全体計画（平成 30年度～令和 4年度，令和 2年 3月改訂）」

に反映されていることを 7.3.3 項（1）「研究開発計画の策定」に述べてい

る。 

文献調査を受け入れていただく地域の数が決まっておらず，サイト調査に

よって得られる情報やデータも限定的である初期の段階では，包括的技術

報告書で示した一般論としてのセーフティケースを基本形として維持し，

その信頼性を高める研究開発を継続しつつ，サイトが特定されれば，その

場所の特徴を反映したサイト固有のセーフティケースの作成を進めてい

く過程で技術課題を明らかにし，必要に応じて研究開発計画を柔軟に見直

していく。このようなセーフティケースの信頼性向上のための継続的な取

り組みに係る基本的な考え方を 7.4.2 項（1）「セーフティケースの信頼性

向上のための継続的な取り組み」に明記した。 

また，7.4.1項（1）「サイトに固有のセーフティケースの開発」に示した各

段階のセーフティケースに関する検討内容は，現時点での条件に基づいた

予見的なものであるため，ご指摘のとおり「セーフティケースに含めるべ

き項目が明確になっている」との表現は飛躍があると判断して削除した。 
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7-8 p.37 サイト特定後のセーフティケースの基本形としての妥当性 

セーフティケースの基本形と各段階でのセーフティケースの構築との関

係をより丁寧に記述することを推奨する。たとえば，文献調査段階の「概

略的な安全評価」はセーフティケースの基本形をどのように発展させる

かなど，セーフティケースを構築する時点で得られている情報の質と量

に応じて基本形をどのようにカスタマイズするのかについて考え方を示

すことが重要となる。このような観点は，包括的技術報告書で示されて

いるセーフティケースの基本形と各段階のセーフティケースの関係をよ

り明確にすることに寄与するものと考える。 

 

サイトを特定しない一般論としてのセーフティケースと各段階のセーフ

ティケースの関係をより明確にするため，サイト調査の各段階で予見され

るセーフティケース作成の作業内容を 7.4.1 項（2）「段階的なサイト選定

に応じたセーフティケースの作成」に追記した。 

また，一般論としてのセーフティケースを基本形としてサイト固有のセー

フティケースに適用する考え方として，以下のような内容を 7.4.2 項「本

報告書で示した セーフティケースの適用」に明記した。 

 文献調査を受け入れていただく地域の数が限定されておらず，サイト調

査によって得られる情報やデータも限定的である段階では，包括的技術

報告書で示した一般論としてのセーフティケースについて，研究開発を

行いながらその信頼性を継続的に高める。これは，より多くの地域に文

献調査を引き受けていただくための準備という観点から重要である。 

 サイトが特定されれば，その時点の一般論としてのセーフティケースを

基本形として適用し，その場所の特徴を反映したサイト固有のセーフテ

ィケースを作成する。 

 この過程でサイトの環境条件に応じた固有の技術課題を明らかにし，必

要に応じて研究開発計画を柔軟に見直しつつ，一般論としてのセーフテ

ィケースの信頼性向上と並行して，サイト固有のセーフティケースの段

階的な開発を進めていく。 

7-9 p.38 次の段階までの課題と今後の研究開発 

施設を「沿岸海底下」とすることで生じる特有の問題があると考えられ

ることから，処分場の設計と工学技術の観点からも「沿岸海底下におけ

る処分施設の工学設計」を追加することを推奨する。 

 

沿岸海底下に処分する場合の特有の設計上の留意点については，地質環境

に応じた設計における留意点（4.8.2 項）にまとめている。今後も技術開発

を継続する処分場設計の検討において，さまざまな地質環境への対応とし

て沿岸海底下を対象とした検討条件についても考慮することとしており，

そのことを処分場の設計と工学技術における今後の取り組み（4.8.3 項）に

追記した。 

また，7.2.3項（1）「わが国の地質環境に対する地層処分の安全確保の実現

性」において，地質環境の調査・評価，処分場の設計，安全評価の技術分

野に係る横断的な課題として，塩水環境における人工バリア材料などの長

期変質についての理解を進めるためのデータや知見を充実させることを

述べている。 
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7-10 p.38 次の段階までの課題と今後の研究開発 

包括的技術報告書は，基本スタンスとしてサイトに依存することは考慮

しないとしているが，処分場閉鎖前までの安全性はサイトに独立なもの

とサイトに依存したものがある。たとえば，施設から敷地境界までの距

離の確保はサイト依存だが，装置故障や火災などの異常シナリオの項目

はサイトに独立した事象を含む。このような視点は，サイトが特定され

ていない現段階においても不確実性の整理に寄与する。NUMO がトンネ

ルや鉱山などの開発の経験やそれらの事業よりも地層処分事業の操業期

間が長期化することを考慮し，上述のような視点からサイトに独立なも

のとサイトに依存したものとの整理をすることは，セーフティケースの

信頼性の向上において，今後より重要になると考える。 

 

ご指摘については，2.3.1 項「段階的な処分場の設計と最適化」に述べてい

るとおり，処分施設の設計や操業中の安全対策についてはサイト条件の具

体化に応じて詳細化していくこととしているが，現段階においても可能と

考えられるものは，できる限り検討を進めている。例えば，第 5章で示し

ているように異常シナリオについて検討を行っているが，網羅的なもので

はなく，また，極端な状態を想定したもので安全対策自体に対する不確実

性を直接取り扱ったものではない。 

7.2.1 項（3）では，閉鎖前の安全評価に関する今後の取り組みとして，操

業安全に対する国内外の最新の検討事例などを取り込みながらハザード

データベースを更新し，想定される異常状態に関する知見を拡充すること

で異常状態のシナリオ設定に関する網羅性を高めること，複数の事象が重

畳して発生するシナリオに対する評価や異常事象に対する影響評価技術

の検証や拡充を進め，これらを処分施設の設計方法や安全対策に反映する

ことを述べている。 

今後，サイト依存性が高い検討項目を慎重に考慮していくとともに，サイ

トに依存しない一般的なものについては，こうしたシナリオの網羅性や安

全対策に係る不確実性について，さらに検討を進めていく。 
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7-11 p.38 次の段階までの課題と今後の研究開発 

一般に，地質環境モデル構築における不確実性への対処において，地質

環境の調査・評価における不確実性は，サイトの地質環境条件やこれに

応じて適用する測定手法などに依存する。現段階では，それらの相互の

不確実性の度合いを一様に取り扱うことは困難であるとし，各検討対象

母岩について保守性を考慮して代表的な特性値を設定している。セーフ

ティケースの信頼性向上には，地質環境の調査・評価手法における不確

実性への対処について検討していくことを推奨する。 

 

No.7-2 と同様に，地質環境の調査・評価手法における不確実性への対処の

考え方について，2.5.1 項「不確実性への対処」および付属書 2-8「不確実

性の対処の考え方」において以下のような内容を追記した。 

 地質環境の調査・評価においては，例えば，地質環境が本来的に有する

時間的・空間的な不均質性に起因する偶然的不確実性に加えて，測定誤

差などに起因する調査データの不確実性やデータの解釈に起因する地質

環境の概念化に含まれる認識論的不確実性などがあり，数 km規模の広

大な空間スケールと数万年以上の時間スケールを対象とする地層処分に

おいて，観測値に基づき真の偶然的不確実性を定量化することは困難で

あり，実際には認識論的不確実性も含めて，地質環境特性の不均質性の

定量化（データの平均値や分散・標準偏差といった統計量の設定など）

を行うこと 

 処分場の技術的成立性や閉鎖後長期の安全確保に影響を及ぼす重要な地

質構造，自然事象やプロセスなどについて，処分場の設計と安全評価と

の連携により調査・評価にかかわる不確実性に関連性の高い因子（例え

ば，断層・割れ目のネットワーク構造など）について，その種類や要因，

程度を特定し，それらの情報を処分場の設計や安全評価に提供すること 

 各段階のセーフティケースにおいては，地質環境の調査・評価，処分場

の設計，安全評価を連携させて不確実性に対応した結果を統合するとと

もに，安全性に影響する重要な不確実性に関連する因子を特定し，次の

調査計画や技術開発計画などに反映しながら段階的に不確実性の低減を

図ること 

なお，サイト調査の進展にともなって地質環境モデル構築に対する不確実

性が低減することについては，3.2.1 項（1）「繰り返しアプローチによる不

確実性の低減」にその有効性が確認されている事例を記載している。 
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断層・割れ目を確率論的に発生させて構築した地質環境モデルは，地層

処分の成立性の見通しを得るため，あるいは選定調査を次の段階に進め

るための評価には適用可能であっても，最終的な安全評価のためには，

その時点までの調査により，大きな断層・割れ目の位置と大きさ等は決

定されていなければならない。また，最終的な安全評価に確率論的に発

生させた断層・割れ目に基づくモデルを利用する場合でも，そのモデル

を構築するためのデータの十分性およびモデルの安全評価に対する有効

性を確認する必要がある。このような断層・割れ目の取り扱いは，今後，

サイトにおいて構築した地質環境モデルを用いた安全評価の結果を踏ま

えたサイト選定を進めていく際に重要な視点となる。レビュー委員会は，

包括的技術報告書がこれらを包含した内容になっていることに同意する

ものの，今後どのような調査により，断層・割れ目の分布に関する不確

実性が段階的に低減されるかの見通しを示す記述の追加が望ましいと考

える。 

 

評価基盤にかかわる不確実性への対処を記した 7.2.3項（1）において，断

層・割れ目の分布に関する不確実性の段階的な低減の見通しに関して以下

の内容を追記した。 

 実際のサイト調査では，水理地質構造の設定に当たって，処分場スケー

ルの領域から除外するような長さ 10km 程度以上の大規模な断層や活断

層については調査によって把握される位置や方向などに基づき決定論的

に取り扱い，より規模の小さな断層・割れ目については，その特性分布

に基づいて確率論的に取り扱い，さまざまなリアライゼーションに基づ

く多数の水理地質構造を設定し，断層・割れ目の空間分布に関する不確

実性に対応すること 

 こうして作成する水理地質構造モデルは，調査の段階が進み，処分場の

設計や安全評価に必要な地質環境情報が増大するにしたがって，地質環

境特性に係る時間的・空間的な不均質性などに起因する不確実性の幅が

把握されるとともに，地質環境の概念化に含まれる不確実性は低減する

ものと考えられること 

 

以上 




